
福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅰ章 2リスク評価 2.3 特定原子力施設における主なリスク） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3 特定原子力施設における主なリスク 

（中略） 

 燃料デブリ（１～３号機） 

 燃料デブリに関するリスクとしては，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（以下，原子炉注水系という）が

機能喪失することにより原子炉注水が停止し，原子炉圧力容器及び格納容器内の燃料デブリ等の温度が上昇

し，放射性物質が環境中に放出されるリスクが考えられる。原子炉の安定的な冷却状態を維持し，冷温停止状

態を維持することは福島第一原子力発電所の最重要課題の一つであることから，このリスクに対しては，原子

炉注水系の継続的な信頼性向上を図ってきており，水源・ポンプ・電源等について多重性及び多様性を有した

十分信頼性の高い系統構成としている。 

確率論的リスク評価による原子炉注水系のリスク評価では，炉心再損傷頻度が約 5.9×10-5／年と評価され

ており，「施設運営計画に係る報告書（その１）（改訂２）（平成２３年１２月）」で評価された約 2.2×10-4／年

の炉心再損傷頻度からリスクが低減していることが確認できる。今後も，原子炉注水系の小ループ化等により

信頼性の向上を図り，リスク低減に努めていく。 

 また，原子炉注水系の異常時の評価では，想定を大きく超えるシビアアクシデント相当事象（注水停止 12時

間）で３プラント分の放射性物質の放出を考慮した場合においても，実効線量は敷地境界で年間約 6.3×10-

5mSv，特定原子力施設から 5km 地点で約 1.1×10-5mSv，特定原子力施設から 10km 地点で約 3.6×10-6mSv であ

り，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。「施設運営計画に係る報告書（そ

の１）（改訂２）（平成２３年１２月）」では，シビアアクシデント相当事象で３プラント分の放射性物質の放

出を考慮した場合に敷地境界の実効線量が年間約 11.1mSvと評価されており，燃料デブリの崩壊熱減衰等によ

って，原子炉注水系の異常時における被ばくリスクが大きく低減していることが分かる。今後も，燃料デブリ

の崩壊熱は減衰していくため，原子炉注水系の異常時におけるリスクは低減する方向である。 

 燃料デブリに関するリスクとしては，水素爆発と臨界も挙げられる。 

 水素爆発に関するリスクとしては，水の放射線分解によって発生する水素が可燃限界を超えることが想定さ

れるが，原子炉格納容器内窒素封入設備を用いて，原子炉圧力容器及び格納容器に窒素を連続的に封入するこ

とにより，その雰囲気中の水素濃度を可燃限界以下としている。原子炉圧力容器もしくは格納容器内で水の放

射線分解により発生する水素が，窒素供給の停止から可燃限界の水素濃度に至るまでの時間余裕は 100時間以

上と評価されており，水素爆発のリスクは十分小さいものと考えられる。「施設運営計画に係る報告書（その

１）（改訂２）（平成２３年１２月）」では，この時間余裕は約 30時間と評価されており，燃料デブリの崩壊熱

減衰によってリスクが低減していることが分かる。 

臨界については，一般に，溶融した燃料デブリが臨界に至る可能性は極めて低いと考えられており，また，

「施設運営計画に係る報告書（その１）（改訂２）（平成２３年１２月）」において燃料デブリ形状等について

不確かさを考慮した評価がなされており，臨界の可能性は低いとされている。実際に，ガス放射線モニタによ

り短半減期核種の放射能濃度を連続的に監視してきており，これまで臨界の兆候は確認されていない。これら

を踏まえると，燃料デブリの形状等については十分に把握できていないものの，燃料デブリの配置変化等の現

状の体系からの有意な変化が生じない限り，臨界となることはないと考えられる。当面，燃料デブリの移動を

伴う作業は予定されていないことから，現在の臨界リスクは工学的に極めて小さいものと考えられる。なお，

将来の燃料デブリ取り出し工程の際には燃料デブリ形状等が大きく変化する可能性があることから，十分に臨

界管理を行いつつ，作業を進めていく必要がある。 

 

（以下、省略） 

2.3 特定原子力施設における主なリスク 

（中略） 

 燃料デブリ（１～３号機） 

 燃料デブリに関するリスクとしては，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（以下，原子炉注水系という）が

機能喪失することにより原子炉注水が停止し，原子炉圧力容器及び格納容器内の燃料デブリ等の温度が上昇

し，放射性物質が環境中に放出されるリスクが考えられる。原子炉の安定的な冷却状態を維持し，冷温停止状

態を維持することは福島第一原子力発電所の最重要課題の一つであることから，このリスクに対しては，原子

炉注水系の継続的な信頼性向上を図ってきており，水源・ポンプ・電源等について多重性及び多様性を有した

十分信頼性の高い系統構成としている。 

確率論的リスク評価による原子炉注水系のリスク評価では，炉心再損傷頻度が約 5.9×10-5／年と評価され

ており，「施設運営計画に係る報告書（その１）（改訂２）（平成２３年１２月）」で評価された約 2.2×10-4／年

の炉心再損傷頻度からリスクが低減していることが確認できる。今後も，原子炉注水系の小ループ化等により

信頼性の向上を図り，リスク低減に努めていく。 

 また，原子炉注水系の異常時の評価では，想定を大きく超えるシビアアクシデント相当事象（注水停止 12時

間）で３プラント分の放射性物質の放出を考慮した場合においても，実効線量は敷地境界で年間約 2.0×10-

4mSv，特定原子力施設から 5km 地点で約 2.1×10-5mSv，特定原子力施設から 10km 地点で約 7.6×10-6mSv であ

り，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。「施設運営計画に係る報告書（そ

の１）（改訂２）（平成２３年１２月）」では，シビアアクシデント相当事象で３プラント分の放射性物質の放

出を考慮した場合に敷地境界の実効線量が年間約 11.1mSvと評価されており，燃料デブリの崩壊熱減衰等によ

って，原子炉注水系の異常時における被ばくリスクが大きく低減していることが分かる。今後も，燃料デブリ

の崩壊熱は減衰していくため，原子炉注水系の異常時におけるリスクは低減する方向である。 

 燃料デブリに関するリスクとしては，水素爆発と臨界も挙げられる。 

 水素爆発に関するリスクとしては，水の放射線分解によって発生する水素が可燃限界を超えることが想定さ

れるが，原子炉格納容器内窒素封入設備を用いて，原子炉圧力容器及び格納容器に窒素を連続的に封入するこ

とにより，その雰囲気中の水素濃度を可燃限界以下としている。原子炉圧力容器もしくは格納容器内で水の放

射線分解により発生する水素が，窒素供給の停止から可燃限界の水素濃度に至るまでの時間余裕は 100時間以

上と評価されており，水素爆発のリスクは十分小さいものと考えられる。「施設運営計画に係る報告書（その

１）（改訂２）（平成２３年１２月）」では，この時間余裕は約 30時間と評価されており，燃料デブリの崩壊熱

減衰によってリスクが低減していることが分かる。 

臨界については，一般に，溶融した燃料デブリが臨界に至る可能性は極めて低いと考えられており，また，

「施設運営計画に係る報告書（その１）（改訂２）（平成２３年１２月）」において燃料デブリ形状等について

不確かさを考慮した評価がなされており，臨界の可能性は低いとされている。実際に，ガス放射線モニタによ

り短半減期核種の放射能濃度を連続的に監視してきており，これまで臨界の兆候は確認されていない。これら

を踏まえると，燃料デブリの形状等については十分に把握できていないものの，燃料デブリの配置変化等の現

状の体系からの有意な変化が生じない限り，臨界となることはないと考えられる。当面，燃料デブリの移動を

伴う作業は予定されていないことから，現在の臨界リスクは工学的に極めて小さいものと考えられる。なお，

将来の燃料デブリ取り出し工程の際には燃料デブリ形状等が大きく変化する可能性があることから，十分に臨

界管理を行いつつ，作業を進めていく必要がある。 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う実効線量

評価値の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2 特定原子力施設の構造及び設備，工事の計画 

 

2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備 

（中略） 

 

2.1.1.8.3 異常時の評価  

原子炉注水系が異常事象により機能喪失し，原子炉注水が停止した場合について，評価を実施した（添

付資料－５参照）。 

敷地境界での年間の実効線量の評価結果は,過渡相当事象（注水停止１時間）で約 9.3×10-7 mSv，事故

相当事象（注水停止７時間）で約 4.3×10-6 mSv であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリス

クを与えることはない。 

想定を大きく超える，シビアアクシデント相当事象（注水停止 12 時間）における敷地境界での年間の

実効線量は約 2.1×10－5mSvであり，3プラント分の放射性物質の放出を考慮した場合では約 6.3×10-5 mSv

である。また，特定原子力施設から 5km，10km地点での年間の実効線量は，3プラント分の放射性物質の

放出を考慮した場合でそれぞれ約 1.1×10-5 mSv，約 3.6×10-6 mSvであり，周辺の公衆に対し，著しい放

射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

（以下，省略） 

 

 

2 特定原子力施設の構造及び設備，工事の計画 

 

2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備 

（中略） 

 

2.1.1.8.3 異常時の評価  

原子炉注水系が異常事象により機能喪失し，原子炉注水が停止した場合について，評価を実施した（添

付資料－５参照）。 

敷地境界での年間の実効線量の評価結果は,過渡相当事象（注水停止１時間）で約 2.9×10-6 mSv，事故

相当事象（注水停止７時間）で約 1.4×10-5 mSv であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリス

クを与えることはない。 

想定を大きく超える，シビアアクシデント相当事象（注水停止 12 時間）における敷地境界での年間の

実効線量は約 6.6×10－5mSvであり，3プラント分の放射性物質の放出を考慮した場合では約 2.0×10-4 mSv

である。また，特定原子力施設から 5km，10km地点での年間の実効線量は，3プラント分の放射性物質の

放出を考慮した場合でそれぞれ約 2.1×10-5 mSv，約 7.6×10-6 mSvであり，周辺の公衆に対し，著しい放

射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

（以下，省略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－５ 

原子炉注水停止時評価の説明資料 

 

1. 評価方法 

（中略） 

1.2 核分裂生成物の放出量評価 

（中略） 

 

(6) 評価に用いる式を以下に示す。 

( )RTVPM gCsOHCsOH /=  

( )
difdifgravgravgCsOHCsOH AAVMC  ++= /  

gCsOHleak VCM =  

CsOHM   ：CsOH発生量[mol/s] 

CsOHP    ：CsOH飽和蒸気圧[N/m2] 

gV     ：発生蒸気流量[m3/s] 

R       ：気体定数[J/(mol-K)] 

T       ：上部構造材温度[K] 

CsOHC    ：CsOH平衡濃度[mol/m3] 

grav     ：重力沈降速度[m/s] 

gravA     ：重力沈降面積[m2] 

dif      ：ブラウン拡散沈着速度[m/s] 

difA     ：ブラウン拡散沈着面積[m2] 

leakM    ：CsOH放出量[mol/s]: 

 

（中略） 

 

1.3 線量影響評価 

(1) 大気中へ放出されるセシウムは，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する，放射線

被ばくのリスクを年間の実効線量を用いて評価する。 

(2) 評価対象核種はセシウム 134とセシウム 137とする。 

(3) 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムからの外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

(4) 放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E   ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ    ：事故期間中のセシウムの大気放出量[Bq] 

添付資料－５ 

原子炉注水停止時評価の説明資料 

 

1. 評価方法 

（中略） 

1.2 核分裂生成物の放出量評価 

（中略） 

 

(6) 評価に用いる式を以下に示す。 

( )RTVPM gCsOHCsOH /=  

( )
difdifgravgravgCsOHCsOH AAVMC  ++= /  

gCsOHleak VCM =  

CsOHM   ：CsOH発生量[mol/s] 

CsOHP    ：CsOH飽和蒸気圧[N/m2] 

gV     ：発生蒸気流量[m3/s] 

R       ：気体定数[J/(mol-K)] 

T       ：上部構造材温度[K] 

CsOHC    ：CsOH平衡濃度[mol/m3] 

grav     ：重力沈降速度[m/s] 

gravA     ：重力沈降面積[m2] 

dif      ：ブラウン拡散沈着速度[m/s] 

difA     ：ブラウン拡散沈着面積[m2] 

leakM    ：CsOH放出量[mol/s] 

 

（中略） 

 

1.3 線量影響評価 

(1) 大気中へ放出されるセシウムは，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する，放射線

被ばくのリスクを年間の実効線量を用いて評価する。 

(2) 評価対象核種はセシウム 134とセシウム 137とする。 

(3) 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムによる外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

(4) 放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

K   ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E  ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ   ：事故期間中のセシウムの大気放出量[Bq] 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

(5) 放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく線量換算係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

(6) 地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住し続

ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

(7) 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる

式を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊について

は保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG   ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部 

被ばくの実効線量[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

 

(8) 相対濃度と相対線量については，本事象では核分裂生成物は主排気筒より放出されないことから，地上放

散を想定し，下表の値を用いる。 

 

 

 

 敷地境界 5km地点 10km地点 

相対濃度[s/m3] 2.6×10-5 4.3×10-6 1.5×10-6 

相対線量[Gy/Bq] 3.0×10-19 8.9×10-20 3.8×10-20 

 

（中略） 

 

 

 

(5) 放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく実効線量係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

(6) 地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住

し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく実効線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

(7) 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式

を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については

保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG  ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

 

 

(8) 相対濃度と相対線量については，本事象では核分裂生成物は主排気筒より放出されないことから，地上放

散を想定し，別紙 1 の計算方法により求めた下表の値を用いる。敷地境界については，福島第一原子力発

電所原子炉設置許可申請書添付書類六に記載の主蒸気管破断事故と同じ計算条件とした。5km 地点及び

10km地点については，風下距離を除き敷地境界と同じ計算条件とした。 

 

 敷地境界 5km地点 10km地点 

相対濃度（𝜒/𝑄）[s/m3] 8.1×10-5 8.6×10-6 3.1×10-6 

相対線量（𝐷/𝑄） [Gy/Bq] 7.3×10-19 1.7×10-19 7.1×10-20 

 

（中略） 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う計算方法

等の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

3. 評価結果 

3.1 過渡相当 

炉心燃料温度と上部構造材温度の時間変化を図－４に示す。原子炉注水停止から炉心燃料温度は上昇

し，注水停止から 1時間の注水再開の時点で約 170℃まで上昇するが，注水再開により速やかに冷却さ

れ，事象は収束する。また，事象期間を通じて上部構造材温度はほとんど上昇しない。 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

となる。 

 

セシウム 134放出量 約 5.0×104 Bq 

セシウム 137放出量 約 6.1×104 Bq 

年間の実効線量 約 9.3×10-7 mSv 

 

3.2 事故相当 

炉心燃料温度と上部構造材温度の時間変化を図－５に示す。原子炉注水停止から温度は上昇し，注水

停止から 7 時間の注水再開の時点で炉心燃料温度は約 260℃，上部構造材温度は約 110℃まで上昇する

が，注水再開により速やかに冷却され，事象は収束する。 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

となる。 

 

セシウム 134放出量 約 2.3×105 Bq 

セシウム 137放出量 約 2.8×105 Bq 

年間の実効線量 約 4.3×10-6 mSv 

 

3.3 シビアアクシデント相当 

炉心燃料温度と上部構造材温度の時間変化を図－６に示す。原子炉注水停止から温度は上昇し，注水

停止から 12時間の注水再開の時点で炉心燃料温度は約 330℃，上部構造材温度は約 120℃まで上昇する

が，注水再開により速やかに冷却され，事象は収束する。 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

となる。 

 

セシウム 134放出量 約 1.1×106 Bq 

セシウム 137放出量 約 1.4×106 Bq 

年間の実効線量 約 2.1×10-5 mSv 

 

また，特定原子力施設から 5km，10km地点での年間の実効線量はそれぞれ約 3.5×10-6 mSv，約 1.2×10-

6 mSvとなる。3プラント分の放射性物質の放出を考慮した場合においても，敷地境界での年間の実効線量

は約 6.3×10-5 mSv，特定原子力施設から 5km 地点で約 1.1×10-5 mSv，10km 地点で約 3.6×10-6 mSv とな

る。 

（以下，省略） 

 

3. 評価結果 

3.1 過渡相当 

炉心燃料温度と上部構造材温度の時間変化を図－４に示す。原子炉注水停止から炉心燃料温度は上昇

し，注水停止から 1時間の注水再開の時点で約 170℃まで上昇するが，注水再開により速やかに冷却され，

事象は収束する。また，事象期間を通じて上部構造材温度はほとんど上昇しない。 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおりと

なる。 

 

セシウム 134放出量 約 5.0×104 Bq 

セシウム 137放出量 約 6.1×104 Bq 

年間の実効線量 約 2.9×10-6 mSv 

 

3.2 事故相当 

炉心燃料温度と上部構造材温度の時間変化を図－５に示す。原子炉注水停止から温度は上昇し，注水

停止から 7 時間の注水再開の時点で炉心燃料温度は約 260℃，上部構造材温度は約 110℃まで上昇する

が，注水再開により速やかに冷却され，事象は収束する。 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

となる。 

 

セシウム 134放出量 約 2.3×105 Bq 

セシウム 137放出量 約 2.8×105 Bq 

年間の実効線量 約 1.4×10-5 mSv 

 

3.3 シビアアクシデント相当 

炉心燃料温度と上部構造材温度の時間変化を図－６に示す。原子炉注水停止から温度は上昇し，注水

停止から 12時間の注水再開の時点で炉心燃料温度は約 330℃，上部構造材温度は約 120℃まで上昇する

が，注水再開により速やかに冷却され，事象は収束する。 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

となる。 

 

セシウム 134放出量 約 1.1×106 Bq 

セシウム 137放出量 約 1.4×106 Bq 

年間の実効線量 約 6.6×10-5 mSv 

 

また，特定原子力施設から 5km，10km地点での年間の実効線量はそれぞれ約 7.0×10-6 mSv，約 2.5×10-

6 mSvとなる。3プラント分の放射性物質の放出を考慮した場合においても，敷地境界での年間の実効線量

は約 2.0×10-4 mSv，特定原子力施設から 5km 地点で約 2.1×10-5 mSv，10km 地点で約 7.6×10-6 mSv とな

る。 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う実効線量

評価値の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 

 

相対濃度及び相対線量の計算方法 

 

 

（新規記載） 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相対濃度及び相

対線量の計算方

法について新規

記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備） 

6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

添付資料－９ 

 

処理水バッファタンク及び処理水バッファタンク接続配管の具体的な安全確確保策 

 

（中略） 

 

２．構造強度及び耐震性（添付資料－２参照） 

（１）構造強度 

処理水バッファタンク及び処理水バッファタンク接続配管は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」上，非常用炉心冷却設備に相当する

クラス２機器と位置付けられ，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（以下，JSME規格とい

う。）」，日本工業規格（JIS 規格）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，または，これらと同等

の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。 

 

（以下，省略） 

 

添付資料－９ 

 

処理水バッファタンク及び処理水バッファタンク接続配管の具体的な安全確確保策 

 

（中略） 

 

２．構造強度及び耐震性（添付資料－２参照） 

（１）構造強度 

処理水バッファタンク及び処理水バッファタンク接続配管は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」上，非常用炉心冷却設備に相当す

るクラス２機器と位置付けられ，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（以下，JSME規格と

いう。）」，日本産業規格（JIS 規格）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，または，これらと同

等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。 

 

（以下，省略） 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.4 原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.4 原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備 

（中略） 

2.4.1.8.3 臨界時の評価 

 

（中略） 

 

(2) 評価結果（添付資料－５参照） 

原子炉格納容器ガス管理設備に設置されたガス放射線モニタによる未臨界監視は，臨界判定基準として

Xe-135放射能濃度 1Bq/cm3を設定している。ここでは，保守的にその 100倍の 100Bq/cm3相当の Xe-135が

測定される出力レベルの臨界を想定し，臨界発生からホウ酸水投入までの時間遅れを考慮して 1日間臨界

が継続した場合の，敷地境界における被ばく線量を評価する。その結果，敷地境界での被ばく量は約 2.4

×10-2mSvとなり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはないと考えられる。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備 

（中略） 

2.4.1.8.3 臨界時の評価 

 

（中略） 

 

(2) 評価結果（添付資料－５参照） 

原子炉格納容器ガス管理設備に設置されたガス放射線モニタによる未臨界監視は，臨界判定基準として

Xe-135放射能濃度 1Bq/cm3を設定している。ここでは，保守的にその 100倍の 100Bq/cm3相当の Xe-135が

測定される出力レベルの臨界を想定し，臨界発生からホウ酸水投入までの時間遅れを考慮して 1日間臨界

が継続した場合の敷地境界における被ばく線量を評価する。その結果，敷地境界での被ばく量は約 6.9×

10-2mSvとなり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはないと考えられる。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う被ばく線

量評価値の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.4 原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－５ 

 

臨界評価の説明資料 

 

1. 臨界時の線量評価 

1.1 評価前提 

原子炉格納容器ガス管理設備に設置されたガス放射線モニタによる未臨界監視は，臨界判定基準として Xe-135

放射能濃度 1Bq/cm3としている。（「別紙－１ 臨界判定基準について」参照）ここでは，保守的にその 100倍

の 100Bq/cm3 相当の Xe-135 が測定される出力レベルの臨界を想定し，臨界発生からホウ酸水投入までの時間

遅れを考慮して 1日間臨界が継続した場合の，敷地境界における被ばく線量を評価する。 

（中略） 

 

1.4 線量の評価方法 

敷地周辺における実効線量は，希ガスのγ線外部被ばくとよう素の内部被ばくによる実効線量の和として計

算する。よう素の呼吸摂取による内部被ばく線量は，感受性の高い小児を対象に行う。また，相対線量，相対

濃度については，地上放散を想定していることから，福島第一原子力発電所設置許可申請書添付六に記載の主

蒸気管破断事故における値を用いる。ただし，２／３号機については，値の大きい３号機のものを用いる。 

 

(1) 放射性雲からの希ガスのγ線による外部被ばく 

QQDEKH ・・・ /5.0/ =  

H   ：希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量（Sv） 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数（1.0Sv/Gy） 

E  ：γ線の実効エネルギ（MeV） 

QD / ：相対線量（１号機：2.5×10-19Sv/Bq，３号機：3.0×10-19Sv/Bq） 

Q   ：核分裂生成希ガスの大気放出量（Bq） 

 

(2) 放射性雲からのよう素の吸入摂取による内部被ばく 

IinI QQRKH ・・・ /=  

IH   ：よう素の内部被ばくによる実効線量（Sv） 

inK   ：I-131の吸入摂取による小児の実効線量係数（1.6×10-7Sv/Bq） 

R    ：小児の呼吸率（活動時：8.61×10-5m3/s） 

Q/ ：相対濃度（１号機：1.9×10-5s/m3，３号機：2.6×10-5s/m3） 

IQ   ：よう素の大気放出量（I-131等価量）（Bq） 

    

1.5 線量の評価結果 

上記の評価方法に基づき敷地境界の実効線量を評価した結果は，１号機で約 2.2×10-2mSv，２／３号機で約

2.4×10-2mSvであり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはないと考えられる。 

また，放出量が大きい１号機についての，特定原子力施設からの距離が 5km及び 10kmにおける評価結果は，

それぞれ約 6.2×10-3mSv，約 2.4×10-3mSvとなる。 

（以下、省略） 

添付資料－５ 

 

臨界評価の説明資料 

 

1. 臨界時の線量評価 

1.1 評価前提 

原子炉格納容器ガス管理設備に設置されたガス放射線モニタによる未臨界監視は，臨界判定基準として Xe-135

放射能濃度 1Bq/cm3としている（「別紙－１ 臨界判定基準について」参照）。ここでは，保守的にその 100倍

の 100Bq/cm3 相当の Xe-135 が測定される出力レベルの臨界を想定し，臨界発生からホウ酸水投入までの時間

遅れを考慮して 1日間臨界が継続した場合の敷地境界における被ばく線量を評価する。 

（中略） 

 

1.4 線量の評価方法 

敷地周辺における実効線量は，希ガスのγ線外部被ばくとよう素の内部被ばくによる実効線量の和として計

算する。よう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量は，感受性の高い小児を対象に行う。また，相対線量（以

下，Ｄ／Ｑという），相対濃度（以下，χ／Ｑという）については，地上放散を想定していることから，「Ⅱ2.1 

原子炉圧力容器・格納容器注水設備 添付資料－５別紙 1」に記載の値を用いる。ただし，２／３号機について

は，値の大きい３号機のものを用いる。 

(1) 放射性雲の希ガスからのγ線による外部被ばく実効線量 

QQDEKH ・・・ /5.0/ =  

H   ：希ガスからのγ線による外部被ばく実効線量（Sv） 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

E  ：γ線の実効エネルギ（MeV） 

QD / ：相対線量（１号機：6.1×10-19Sv/Bq，３号機：7.3×10-19Sv/Bq） 

Q   ：核分裂生成希ガスの大気放出量（Bq） 

 

(2) 放射性雲のよう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量 

IinI QQRKH ・・・ /=  

IH   ：よう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量（Sv） 

inK   ：I-131の吸入摂取による小児の実効線量係数（1.6×10-7Sv/Bq） 

R    ：小児の呼吸率（活動時：8.61×10-5m3/s） 

Q/ ：相対濃度（１号機：6.0×10-5s/m3，３号機：8.1×10-5s/m3） 

IQ   ：よう素の大気放出量（I-131等価量）（Bq） 

 

1.5  線量の評価結果 

上記の評価方法に基づき敷地境界の実効線量を評価した結果は，１号機で約 6.4×10-2mSv，２／３号機で約

6.9×10-2mSvであり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはないと考えられる。 

また，放出量が大きい１号機についての，特定原子力施設からの距離が 5km及び 10kmにおける評価結果は，

それぞれ約 1.2×10-2mSv，約 4.7×10-3mSvとなる。 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う評価方法

の明確化 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う相対線量
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記載の適正化 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う相対濃度
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に伴う実効線量

評価値の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－３－１ 

 

放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書 

 

１ 本説明書の記載範囲 

本説明書は，１号機，２号機，３号機及び４号機燃料取り出し用カバーの放射性物質の飛散・拡散を防止す

るための機能について記載するものである。 

 

2 ４号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

2.2.2 敷地境界線量 

（中略） 

 

 

3 ３号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

3.2.2 敷地境界線量 

（中略） 

 

 

4 ２号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

4.2.2 敷地境界線量  

4.2.2.1 評価条件 

(1) 原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台内が，表 4-2 に示す２号機原子炉建屋オ

ペレーティングフロア上の放射性物質濃度であった場合に排気フィルタユニットを介して大気に放出

されるものと仮定する。 

(2) 減衰は考慮しない。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 燃料取り出し用構台の供用期間である 5 年間（想定）に放出される放射性物質が地表に沈着し蓄積し

た時点のγ線に起因する実効線量と仮定し評価する。 

(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は，福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請書で採用したも

のと同じ気象データを使用する。 

 

4.2.2.2 評価方法 

原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台排気フィルタユニットから放出される放射

性物質による一般公衆の実効線量は，以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

添付資料－３－１ 

 

放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書 

 

1 本説明書の記載範囲 

本説明書は，１号機，２号機，３号機及び４号機燃料取り出し用カバーの放射性物質の飛散・拡散を防止す

るための機能について記載するものである。 

 

2 ４号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

2.2.2 敷地境界線量（本換気設備は，2013 年 11 月に運用開始しており，運用後の放出管理及び線量評価は

「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」により行っている。） 

（中略） 

 

3 ３号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

3.2.2 敷地境界線量（本換気設備は，2018年 8月に運用開始しており，運用後の放出管理及び線量評価は「Ⅲ

特定原子力施設の保安 第 3 編 2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」により行っている。） 

（中略） 

 

4 ２号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

4.2.2 敷地境界線量  

4.2.2.1 評価条件 

(1) 原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台内が，表 4-2に示す２号機原子炉建屋オペ

レーティングフロア上の放射性物質濃度であった場合に排気フィルタユニットを介して大気に放出さ

れるものと仮定する。 

(2) 減衰は考慮しない（地表沈着を除く）。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 燃料取り出し用構台の供用期間である 5年間（想定）に放出される放射性物質が地表に沈着し蓄積した

時点のγ線に起因する実効線量と仮定し評価する。 

(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2.2 線量評価」で示したもの

と同じ気象データを使用する。 

 

4.2.2.2 評価方法 

原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台排気フィルタユニットから放出される放射

性物質による一般公衆の実効線量は，以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

(2) 吸入摂取による実効線量 

(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2.2 線量評価」に準じる。 

 

4.2.2.3 評価結果 

表 4-3に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用構台の供用期間である 5年間（想定）続くと仮定

して算出した結果，年間被ばく線量は敷地境界で約 0.0004mSv／年であり，法令の線量限度 1mSv／年に比べ

ても十分低いと評価される。（表 4-4参照） 

また，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2 放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価（約

0.03mSv/年）に比べても低いと評価される。 

 

表 4-4 原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台排気フィルタ

ユニットからの放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 
合計 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 

約 6.4×10-9 約 7.9×10-7 約 4.4×10-4 約 4.4×10-4 

 

 

（中略） 

 

5 １号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

5.2.2 敷地境界線量 

5.2.2.1 評価条件 

(1) ガレキ撤去実施時において，大型カバー内が，表 5-2に示す放出率で放射性物質が飛散した場合に排気

フィルタユニットを介して大気に放出されるものと仮定する。 

(2) 減衰は考慮しない（地表沈着を除く）。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 大型カバーの供用期間である 6年間（想定）に放出される放射性物質が地表に沈着し蓄積した時点のγ

線に起因する実効線量と仮定し評価する。 

(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は，福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請書で採用したもの

と同じ気象データを使用する。 

 

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

(2) 吸入摂取による実効線量 

(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2.2 線量評価」に準じる。 

 

4.2.2.3評価結果 

表 4-3に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用構台の供用期間である 5年間（想定）続くと仮定

して算出した結果，年間被ばく線量は敷地境界で約 0.00029mSv／年であり，法令の線量限度 1mSv／年に比

べても十分低いと評価される（表 4-4参照）。 

また，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2 放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価（約

0.0088mSv/年）に比べても低いと評価される。 

 

表 4-4 原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台排気フィルタ

ユニットからの放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 
合計 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 

約 1.9×10-8 約 1.4×10-5 約 2.8×10-4 約 2.9×10-4 

 

 

（中略） 

 

5 １号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

（中略） 

 

5.2.2 敷地境界線量 

5.2.2.1 評価条件 

(1) ガレキ撤去実施時において，大型カバー内が，表 5-2に示す放出率で放射性物質が飛散した場合に排気

フィルタユニットを介して大気に放出されるものと仮定する。 

(2) 減衰は考慮しない（地表沈着を除く）。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 大型カバーの供用期間である 6年間（想定）に放出される放射性物質が地表に沈着し蓄積した時点のγ

線に起因する実効線量と仮定し評価する。 

(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2.2 線量評価」で示したもの

と同じ気象データを使用する。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

5.2.2.2 評価方法 

大型カバー排気フィルタユニットから放出される放射性物質による一般公衆の実効線量は，以下の被ばく

経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

(2) 吸入摂取による実効線量 

(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3編 2.2 線量評価」に準じる。 

 

5.2.2.3 評価結果 

表 5-3に示す放出率で放射性物質の放出が大型カバーの供用期間である 6年間（想定）続くと仮定して算

出した結果，年間被ばく線量は敷地境界で約 0.001mSv／年であり，法令の線量限度 1mSv／年に比べても十

分低いと評価される。（表 5-4参照） 

また，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2 放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価（約

0.03mSv/年）に比べても低いと評価される。 

 

表 5-4 大型カバー排気フィルタユニットからの 

放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 
合計 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 

約 1.2×10-8 約 1.6×10-6 約 1.1×10-3 約 1.1×10-3 

 

（以下、省略） 

 

5.2.2.2 評価方法 

大型カバー排気フィルタユニットから放出される放射性物質による一般公衆の実効線量は，以下の被ばく

経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

(2) 吸入摂取による実効線量 

(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

具体的な計算方法等については，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3編 2.2 線量評価」に準じる。 

 

5.2.2.3 評価結果 

表 5-3に示す放出率で放射性物質の放出が大型カバーの供用期間である 6年間（想定）続くと仮定して算

出した結果，年間被ばく線量は敷地境界で約 0.00070mSv／年であり，法令の線量限度 1mSv／年に比べても

十分低いと評価される（表 5-4参照）。 

また，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2 放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価（約

0.0088mSv/年）に比べても低いと評価される。 

 

表 5-4 大型カバー排気フィルタユニットからの 

放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 
合計 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 

約 3.5×10-8 約 3.0×10-5 約 6.7×10-4 約 7.0×10-4 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価方法等の変

更に伴う実効線

量評価値の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－３－３ 

 

移送操作中の燃料集合体の落下 

 

（中略） 

 

3. 第４号機核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

（中略） 

 

3.2. 線量当量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の

仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使用する気象条件」

に記述される相対濃度に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

なお，相対濃度（χ／Ｑ）は設置許可申請書記載の主蒸気管破断（地上放出）の値 3.4×10-5s/m3を

適用する。 

b. 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使

用する気象条件」に記述される相対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。 

なお，相対線量（Ｄ／Ｑ）は設置許可申請書記載の主蒸気管破断（地上放出）の値 3.4×10-19Gy/Bq

を適用する。 

 

 (2) 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばく（γ線及びβ

線）による実効線量の和として計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量ＨI（Sv）は，(3.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（3.2-1） 

ここで， 

   Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸率（小

児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h）を秒当たりに換算して用いる。 

Ｈ∞    ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq吸入した場合の実効線量 

（I-131，小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   ＱI  ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq）（Ｉ-131等価量） 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Ｈγ（Sv）は，(3.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（3.2-2） 

ここで， 

   Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（Ｋ＝1Sv/Gy） 

   Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

添付資料－３－３ 

 

移送操作中の燃料集合体の落下 

 

（中略） 

 

3. 第４号機核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

（中略） 

 

3.2. 線量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の

仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は，「Ⅱ2.1原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料 5別紙 1」に記

載の計算方法により求めた相対濃度（χ／Ｑ）に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

なお，相対濃度（χ／Ｑ）は福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類六に記載の主蒸気

管破断（地上放出）と同じ計算条件で求めた値 9.7×10-5s/m3を適用する。 

b. 敷地境界外の希ガスからのγ線による空気吸収線量は，「Ⅱ2.1原子炉圧力容器・格納容器注水設備

添付資料 5別紙 1」に記載の計算方法により求めた相対線量（Ｄ／Ｑ）に希ガスの全放出量を乗じて求

める。 

なお，相対線量（Ｄ／Ｑ）は相対濃度（χ／Ｑ）と同じ計算条件で求めた値 8.2×10-19Gy/Bqを適用

する。 

 (2) 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばく（γ線及びβ

線）による実効線量の和として計算する。 

よう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量ＨI（Sv）は，(3.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（3.2-1） 

ここで， 

   Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸率（小

児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h）を秒当たりに換算して用いる。 

Ｈ∞    ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq吸入した場合の実効線量 

（I-131，小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   ＱI  ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq）（Ｉ-131等価量） 

希ガスからのγ線による外部被ばく実効線量Ｈγ（Sv）は，(3.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（3.2-2） 

ここで， 

   Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（Ｋ＝1Sv/Gy） 

   Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う記載の変

更 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

   Ｑγ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV換算値） 

希ガスのβ線外部被ばくによる実効線量Ｈβ（Sv）は，(3.2-3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（3.2-3） 

ここで， 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   Ｑβ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

   Ｅβ ：β線のエネルギ（MeV）（0.251MeV Kr-85実効エネルギ） 

   ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publication.60 の値を用いる。 

（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 3.2の通りである。 

表 3.2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 7.8×10-4mSv 約 7.8×10-4mSv 

 

上記の値から判断して，本事象による周辺の公衆に与える放射線被ばくのリスクは十分に小さいもの

と考えられる。 

 

今回評価した実効線量は設置許可申請書での評価（6.8×10-2mSv）と比較して 2 桁以上減少している

が，その原因は，設置許可申請書の評価で排気筒放出であったものが，今回地上放出として評価するこ

とによる実効線量の上昇要因があるものの，冷却が進んだことによる希ガス及びよう素の減少効果がそ

れ以上に大きいことである。 

 

3.3. 判断基準への適合性の検討 

 3.1，3.2に示した通り，周辺公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

 

4. 第３号機核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

（中略） 

 

4.2. 線量当量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の

仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使用する気象条件」

に記述される相対濃度に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

なお，相対濃度（χ／Ｑ）は設置許可申請書記載の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.6×10-5s/m3を

適用する。 

   Ｑγ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV換算値） 

希ガスからのβ線による外部被ばく実効線量Ｈβ（Sv）は，(3.2-3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（3.2-3） 

ここで， 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   Ｑβ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

   Ｅβ ：β線のエネルギ（MeV）（0.251MeV Kr-85実効エネルギ） 

   ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publication.60の値を用いる。 

（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 3.2の通りである。 

表 3.2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 2.1×10-3mSv 約 2.1×10-3mSv 

 

上記の値から判断して，本事象による周辺の公衆に与える放射線被ばくのリスクは十分に小さいもの

と考えられる。 

 

今回評価した実効線量は福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十に記載の燃料集合体

落下事故での評価（6.8×10-2mSv）と比較して１桁以上減少しているが，その原因は，原子炉設置許可申

請書の評価で排気筒放出であったものが，今回地上放出として評価することによる実効線量の上昇要因

があるものの，冷却が進んだことによる希ガス及びよう素の減少効果がそれ以上に大きいことである。 

 

3.3. 判断基準への適合性の検討 

 3.1，3.2に示した通り，周辺公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

 

4. 第３号機核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

（中略） 

 

4.2. 線量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の

仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は，「Ⅱ2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料 5 別紙 1」に

記載の相対濃度（χ／Ｑ：8.1×10-5s/m3）に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う実効線量

評価値の変更 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う記載の変

更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

b. 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使

用する気象条件」に記述される相対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。 

なお，相対線量（Ｄ／Ｑ）は設置許可申請書記載の主蒸気管破断（地上放出）の値 3.0×10-19Gy/Bq

を適用する。 

 

(2) 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばく（γ線及びβ

線）による実効線量の和として計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量ＨI（Sv）は，(4.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（4.2-1） 

ここで， 

Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸率（小

児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h）を秒当たりに換算して用いる。 

Ｈ∞    ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq吸入した場合の小児の実効線量 

（I-131，小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI  ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq）（Ｉ-131等価量） 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Ｈγ（Sv）は，(4.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（4.2-2） 

ここで， 

Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（Ｋ＝1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV換算値） 

希ガスのβ線外部被ばくによる実効線量Ｈβ（Sv）は，(4.2-3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（4.2-3） 

ここで， 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   Ｑβ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

   Ｅβ ：β線のエネルギ（MeV）（0.251MeV Kr-85実効エネルギ） 

   ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publication.60 の値を用いる。 

（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 4.2の通りである。 

表 4.2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 6.2×10-4mSv 約 6.2×10-4mSv 

 

b. 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は，「Ⅱ2.1原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資

料 5別紙 1」に記載の相対線量（Ｄ／Ｑ： 7.3×10-19Gy/Bq）に希ガスの全放出量を乗じて求める。 

 

 

 

(2) 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばく（γ線及びβ

線）による実効線量の和として計算する。 

よう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量ＨI（Sv）は，(4.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（4.2-1） 

ここで， 

Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸率（小

児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h）を秒当たりに換算して用いる。 

Ｈ∞    ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq吸入した場合の実効線量 

（I-131，小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI  ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq）（Ｉ-131等価量） 

希ガスからのγ線による外部被ばく実効線量Ｈγ（Sv）は，(4.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（4.2-2） 

ここで， 

Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（Ｋ＝1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV換算値） 

希ガスからのβ線による外部被ばく実効線量Ｈβ（Sv）は，(4.2-3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（4.2-3） 

ここで， 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   Ｑβ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

   Ｅβ ：β線のエネルギ（MeV）（0.251MeV Kr-85実効エネルギ） 

   ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publication.60の値を用いる。 

（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 4.2の通りである。 

表 4.2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 1.8×10-3mSv 約 1.8×10-3mSv 

 

気象条件の変更

に伴う記載の変

更 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う実効線量

評価値の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

上記の値から判断して，本事象による周辺の公衆に与える放射線被ばくのリスクは十分に小さいもの

と考えられる。 

 

今回評価した実効線量は設置許可申請書での評価（6.8×10-2mSv）と比較して 2 桁以上減少している

が，その原因は，設置許可申請書の評価で排気筒放出であったものが，今回地上放出として評価するこ

とによる実効線量の上昇要因があるものの，冷却が進んだことによる希ガス及びよう素の減少効果がそ

れ以上に大きいことである。 

 

4.3.  判断基準への適合性の検討 

4.1，4.2に示した通り，周辺公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

 

5. 第２号機核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

（中略） 

 

5.2. 線量当量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の

仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使用する気象条件」

に記述される相対濃度に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。なお，相対濃度（χ／Ｑ）は保守的

な評価となる設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.0×10-5s/m3を適用する。 

b. 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使

用する気象条件」に記述される相対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。なお，相対線量（Ｄ／

Ｑ）は保守的な評価となる設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.4×10-

19Gy/Bqを適用する。 

 

(2) 評価方法 

設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」ならびに「4.1.1 原子炉冷却材喪失」と同

様の方法で評価する。 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線

量の和として計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量ＨI（Sv）は，(5.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（5.2-1） 

ここで， 

Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸率を秒

当たりに換算して用いる。 

（小児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h） 

Ｈ∞    ：よう素（I-131）を 1Bq吸入した場合の実効線量 

上記の値から判断して，本事象による周辺の公衆に与える放射線被ばくのリスクは十分に小さいもの

と考えられる。 

 

今回評価した実効線量は福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十に記載の燃料集合体

落下事故での評価（6.8×10-2mSv）と比較して１桁以上減少しているが，その原因は，原子炉設置許可申

請書の評価で排気筒放出であったものが，今回地上放出として評価することによる実効線量の上昇要因

があるものの，冷却が進んだことによる希ガス及びよう素の減少効果がそれ以上に大きいことである。 

 

4.3.  判断基準への適合性の検討 

4.1，4.2に示した通り，周辺公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

 

5. 第２号機核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

（中略） 

 

5.2. 線量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の

仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は，「Ⅱ2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料 5 別紙 1」に

記載の相対濃度（χ／Ｑ：6.9×10-5s/m3）に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

 

b. 敷地境界外の希ガスからのγ線による空気吸収線量は，「Ⅱ2.1原子炉圧力容器・格納容器注水設備

添付資料 5別紙 1」に記載の相対線量（Ｄ／Ｑ：6.6×10-19Gy/Bq）に希ガスの全放出量を乗じて求め

る。 

 

 

(2) 評価方法 

福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」並びに「4.1.1 

原子炉冷却材喪失」と同様の方法で評価する。 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線

量の和として計算する。 

よう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量ＨI（Sv）は，(5.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（5.2-1） 

ここで， 

Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸率を秒

当たりに換算して用いる。 

（小児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h） 

Ｈ∞    ：よう素（I-131）を 1Bq吸入した場合の実効線量 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う記載の変

更 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

8 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI  ：よう素の大気放出量（Bq）（I-131等価量） 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Ｈγ（Sv）は，(5.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（5.2-2） 

ここで， 

Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：希ガスの大気放出量（Bq）（γ線実効エネルギー0.5MeV換算値） 

また，希ガスのβ線外部被ばくによる実効線量Ｈβ（Sv）は，(5.2-3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（5.2-3） 

ここで， 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   Ｑβ ：希ガスの大気放出量（Bq） 

   Ｅβ ：β線実効エネルギー「被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について」を用い

る。（0.251MeV Kr-85実効エネルギー） 

   ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publ.60の値を用いる。（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 5.2の通りである。 

表 5.2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 4.8×10-4mSv 約 4.8×10-4mSv 

 

上記の値から判断して，本事象による周辺の公衆に与える放射線被ばくのリスクは十分に小さいもの

と考えられる。 

 

今回評価した実効線量は設置許可申請書での評価（6.4×10-2mSv）と比較して 2 桁以上減少している

が，その原因は，設置許可申請書の評価で排気筒放出であったものが，今回地上放出として評価するこ

とによる実効線量の上昇要因があるものの，冷却が進んだことによる希ガス及びよう素の減少効果がそ

れ以上に大きいことである。 

 

5.3.  判断基準への適合性の検討 

5.1，5.2に示した通り，周辺公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

（以下、省略） 

 

（小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI  ：よう素の大気放出量（Bq）（I-131等価量） 

希ガスからのγ線による外部被ばく実効線量Ｈγ（Sv）は，(5.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（5.2-2） 

ここで， 

Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：希ガスの大気放出量（Bq）（γ線実効エネルギー0.5MeV換算値） 

また，希ガスからのβ線による外部被ばく実効線量Ｈβ（Sv）は，(5.2-3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（5.2-3） 

ここで， 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   Ｑβ ：希ガスの大気放出量（Bq） 

   Ｅβ ：β線実効エネルギー「被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について」を用い

る。（0.251MeV Kr-85実効エネルギー） 

   ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publ.60の値を用いる。（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 5.2の通りである。 

表 5.2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 1.6×10-3mSv 約 1.6×10-3mSv 

 

上記の値から判断して，本事象による周辺の公衆に与える放射線被ばくのリスクは十分に小さいもの

と考えられる。 

 

今回評価した実効線量は福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十に記載の燃料集合体

落下事故での評価（6.4×10-2mSv）と比較して１桁以上減少しているが，その原因は，原子炉設置許可申

請書の評価で排気筒放出であったものが，今回地上放出として評価することによる実効線量の上昇要因

があるものの，冷却が進んだことによる希ガス及びよう素の減少効果がそれ以上に大きいことである。 

 

5.3.  判断基準への適合性の検討 

5.1，5.2に示した通り，周辺公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

（以下、省略） 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う実効線量

評価値の変更 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.12使用済燃料共用プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１１ 

共用プール建屋廃液移送系について 

 

（中略） 

 

10. 準拠規格・基準類 

 廃液移送系の配管で使用する主要材料については，以下の規格・基準類に準拠する。 

  ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005/2007） 

  ・原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC-4601(2008)） 

  ・日本工業規格（JIS規格） 

  ・国際標準化機構規格（ISO規格） 

  ・日本水道協会規格（JWWA規格） 

  ・原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601） 

 

11. 構造強度評価 

11.1構造強度評価の基本方針 

廃液移送系を構成する機器は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25年 6

月 28 日原子力規制委員会規則第 6 号）」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3 機器に準ずるものと

位置付けられる。 

廃液移送系については，「JSME S NC-1発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME 規格）」（以下，「JSME 

規格」という。），日本工業規格（JIS 規格）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，またはこれら

と同等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。 

また，JSME 規格で規定される材料の日本工業規格（JIS 規格）年度指定は，技術的妥当性の範囲において

材料調達性の観点から考慮しない場合もある。 

さらに，JSME 規格に記載のない非金属材料（耐圧ホース，ポリエチレン管等）については，現場の作業環

境等から採用を継続する必要があるが，これらの機器等については，日本工業規格（JIS 規格）や日本水道協

会規格（JWWA 規格），製品の試験データ等を用いて設計を行う。 

 

（以下、省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１１ 

共用プール建屋廃液移送系について 

 

（中略） 

 

10. 準拠規格・基準類 

 廃液移送系の配管で使用する主要材料については，以下の規格・基準類に準拠する。 

  ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005/2007） 

  ・原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC-4601(2008)） 

  ・日本産業規格（JIS規格） 

  ・国際標準化機構規格（ISO規格） 

  ・日本水道協会規格（JWWA規格） 

  ・原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601） 

 

11. 構造強度評価 

11.1構造強度評価の基本方針 

廃液移送系を構成する機器は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25年 6

月 28 日原子力規制委員会規則第 6 号）」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3 機器に準ずるものと

位置付けられる。 

廃液移送系については，「JSME S NC-1発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME 規格）」（以下，「JSME 

規格」という。），日本産業規格（JIS 規格）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，またはこれら

と同等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。 

また，JSME 規格で規定される材料の日本産業規格（JIS 規格）年度指定は，技術的妥当性の範囲において

材料調達性の観点から考慮しない場合もある。 

さらに，JSME 規格に記載のない非金属材料（耐圧ホース，ポリエチレン管等）については，現場の作業環

境等から採用を継続する必要があるが，これらの機器等については，日本産業規格（JIS 規格）や日本水道協

会規格（JWWA 規格），製品の試験データ等を用いて設計を行う。 

 

（以下、省略） 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.16.2増設多核種除去設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料 3 

増設多核種除去設備の耐震性に関する計算書 

（中略） 

別紙－２ 

 

耐震クラスの設定について 

 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021年 9月 8日の原子力規制委

員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地震によって機能の喪失を起こした場

合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動への影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱

う燃料加工施設や使用施設等における耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うととも

に，適切と考えられる設計用地震力に耐えられる設計とする。 

本資料では，上記の方針に基づく耐震クラスの設定について記載する。 

ただし，本資料に記載が無い，2021年 9月 8日以前に認可された機器については，「発電用原子炉施設に関

する耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類している。 

 

１．Ｂ＋クラスに設定する設備 

（１）対象設備 

反応／凝集槽，沈殿槽，上澄み水タンク，スラリー循環ポンプ，上澄み水ポンプ，反応／凝集・沈

殿槽スキッド，上澄み水タンクスキッド，凝集沈殿ポンプスキッドおよびこれらに接続する主配管。 

（２）設定の理由 

ａ．破損シナリオ 

地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく影響を評価するため，増設多核種除去設備の各機

器が破損して内包する液体放射性物質が漏えいすることを想定する。なお，破損を想定する各機器に

は，（１）対象設備に加えて，2021年 9月 8日以前に認可された機器を含む。 

ｂ．影響評価 

敷地境界線量評価の対象としている機器に設置している遮へい等（各タンクの厚さ含む）が消失す

ることを想定し，これにより放射線量が増大する影響を簡易的に評価した結果，最寄りの敷地境界

（評価点 No.70）の線量は年間 1.36mSv程度になると評価した。 

なお，敷地境界線量評価の対象としている機器は，処理水受入タンク，共沈供給タンクスキッド，

クロスフローフィルタスキッド，吸着塔，ＨＩＣ（スラリー用及び吸着材用），反応／凝集槽，沈殿

槽，上澄み水タンクであり，これらの鉄遮へいが 5cm消失することで線量が 10倍になると設定して

評価した。 

また，各機器の破損により漏出した放射性物質を最寄りの敷地境界にいる公衆が吸引することによ

り，0.08mSv程度の線量影響が有ると評価した。（表１参照） 

なお，1年の間に線源の除去もしくは遮へいによる線量低減は十分可能であること，安全機能を失

うような地震が発生したとしても，機器が全て破損することは無いと想定されることから，評価シナ

リオは保守性を有している。 

ｃ．耐震クラス 

破損シナリオによる公衆への被ばく影響は 1.44mSv程度であり 50μSv～5mSvの範囲であること，

増設多核種除去設備は供用期間が長期間であることから，耐震クラスはＢ＋クラスと評価する。 

 

 

 

 

添付資料 3 

増設多核種除去設備の耐震性に関する計算書 

（中略） 

別紙－２ 

 

耐震クラスの設定について 

 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021年 9月 8日の原子力規制委

員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地震によって機能の喪失を起こした場

合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動への影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱

う燃料加工施設や使用施設等における耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うととも

に，適切と考えられる設計用地震力に耐えられる設計とする。 

本資料では，上記の方針に基づく耐震クラスの設定について記載する。 

ただし，本資料に記載が無い，2021年 9月 8日以前に認可された機器については，「発電用原子炉施設に

関する耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類している。 

 

１．Ｂ＋クラスに設定する設備 

（１）対象設備 

反応／凝集槽，沈殿槽，上澄み水タンク，スラリー循環ポンプ，上澄み水ポンプ，反応／凝集・沈

殿槽スキッド，上澄み水タンクスキッド，凝集沈殿ポンプスキッド及びこれらに接続する主配管。 

（２）設定の理由 

ａ．破損シナリオ 

地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく影響を評価するため，増設多核種除去設備の各

機器が破損して内包する液体放射性物質が漏えいすることを想定する。なお，破損を想定する各機

器には，（１）対象設備に加えて，2021年 9月 8日以前に認可された機器を含む。 

ｂ．影響評価 

敷地境界線量評価の対象としている機器に設置している遮蔽等（各タンクの厚さ含む）が消失す

ることを想定し，これにより放射線量が増大する影響を簡易的に評価した結果，最寄りの敷地境界

（評価点 No.70）の線量は年間 1.36mSv程度になると評価した。 

なお，敷地境界線量評価の対象としている機器は，処理水受入タンク，共沈供給タンクスキッ

ド，クロスフローフィルタスキッド，吸着塔，ＨＩＣ（スラリー用及び吸着材用），反応／凝集槽，

沈殿槽，上澄み水タンクであり，これらの鉄遮蔽が 5cm消失することで線量が 10倍になると設定し

て評価した。 

また，各機器の破損により漏出した放射性物質を最寄りの敷地境界にいる公衆が吸引することに

より，0.22mSv程度の線量影響が有ると評価した（表１参照）。 

なお，1年の間に線源の除去もしくは遮蔽による線量低減は十分可能であること，安全機能を失う

ような地震が発生したとしても，機器が全て破損することは無いと想定されることから，評価シナ

リオは保守性を有している。 

ｃ．耐震クラス 

破損シナリオによる公衆への被ばく影響は 1.58mSv程度であり 50μSv～5mSvの範囲であること，

増設多核種除去設備は供用期間が長期間であることから，耐震クラスはＢ＋クラスと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

及び評価パラメ

ータの変更に伴

う評価値の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.16.2増設多核種除去設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表１ 漏出した放射性物質を公衆が吸引した場合の線量簡易評価 

項目 記号 単位 値 備考 

放射性物質量 MAR Bq 4.10E+14 
実施計画記載の敷地境界線

量評価条件より設定。核種

は Sr-90。 
MARのうち事故の影響を受ける割

合 DR - 1 
全機器が損傷するとして保

守側に設定 

雰囲気中に放出され浮遊する割合 ARF - 5.00E-05 出典
※１

より 

肺に吸入され得る微粒子の割合 RF - 1 
知見となるデータが無いた

め保守側に設定 

環境中へ漏れ出る割合 LPF - 1 
機器・建物の損傷の程度を

考慮せず保守側に設定 

五因子法
※２

による放射性物質放出

量 ST Bq 2.05E+10 MAR×DR×ARF×RF×LPF 

一般公衆の呼吸率 Ma m
3
/s 2.57E-04 出典

※３
より 2.22E+07cm

3
/日

を換算 

実効線量換算係数 H mSv/Bq 7.7E-05 出典
※４

より Sr-90の値 

発電用原子炉施設の安全解析に関

する気象指針による相対濃度 χ/Q s/m3 1.95E-04 
大気安定度:Ｄ，風速

3.1m/s，敷地境界まで 440m 

公衆が漏出した放射性物質を吸引

することによる内部被ばく線量 Di mSv 7.91E-02 ST×(χ/Q)×Ma×H 

 

※１：U.S. Department of Energy, AIRBORNE RELEASE FRACTIONS/RATES AND RESPIRABLE FRACTIONS FOR 

NONREACTOR NUCLEAR FACILITIES, Volume I - Analysis of Experimental Data, DOE-HDBK-3010-94 December 

1994 

※２：五因子法とは、核燃料サイクル施設の事故解析ハンドブック（NUREG/CR-6410）に記載された簡易的に放射

性物質の放出量を評価する手法である。 

※３：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標に対する評価指針 

※４：核原料物質又は核燃料物質の精錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示 

 

 

 

 

（以下、省略） 

表１ 漏出した放射性物質を公衆が吸引した場合の線量簡易評価 

項目 記号 単位 値 備考 

放射性物質量 MAR Bq 4.10E+14 
実施計画記載の敷地境界線

量評価条件より設定。核種

は Sr-90 
MARのうち事故の影響を受ける割

合 DR - 1 
全機器が損傷するとして保

守側に設定 

雰囲気中に放出され浮遊する割合 ARF - 5.00E-05 出典
※１

より 

肺に吸入され得る微粒子の割合 RF - 1 
知見となるデータが無いた

め保守側に設定 

環境中へ漏れ出る割合 LPF - 1 
機器・建物の損傷の程度を

考慮せず保守側に設定 

五因子法
※２

による放射性物質放出

量 ST Bq 2.05E+10 MAR×DR×ARF×RF×LPF 

一般公衆の呼吸率 Ma m
3
/s 2.57E-04 出典

※３
より 2.22E+07cm

3
/日

を換算 

実効線量係数 H mSv/Bq 1.6E-04 出典
※４

より Sr-90の値 

発電用原子炉施設の安全解析に関

する気象指針による相対濃度 χ/Q s/m3 2.63E-04 
大気安定度:Ｄ

※5
，風速

2.3m/s
※5
，敷地境界まで

440m 
公衆が漏出した放射性物質を吸引

することによる内部被ばく線量 Di mSv 2.22E-01 ST×(χ/Q)×Ma×H 

※１：U.S. Department of Energy, AIRBORNE RELEASE FRACTIONS/RATES AND RESPIRABLE FRACTIONS FOR 

NONREACTOR NUCLEAR FACILITIES, Volume I - Analysis of Experimental Data, DOE-HDBK-3010-94 December 

1994 

※２：五因子法とは、核燃料サイクル施設の事故解析ハンドブック（NUREG/CR-6410）に記載された簡易的に放射

性物質の放出量を評価する手法である。 

※３：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標に対する評価指針 

※４：ICRP Publication 72:Age-dependent Doses to Members of the Public from Intake of 

Radionuclides;Part 5 Complitation of Ingestion and Inhalation Dose Coefficients,1996 

※５：2020年 4月～2021年 3月の気象データから設定 

 

（以下、省略） 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典変更に伴う

評価パラメータ

の変更 

気象条件の変更

に伴う相対濃度

及び被ばく線量

の変更 

 

 

 

 

 

 

出典の変更 

 

気象データの明

確化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－５ 別添 

雑固体廃棄物焼却設備自動停止時の放出評価 

 

 

1. 自動停止時の放出評価方法の考え方 

雑固体廃棄物焼却設備は，モニタリング設備にて排気中の放射性物質の濃度を監視しており，定められた値

を上回った場合は自動停止する設計としているが，焼却設備が停止する際には，炉内に残存している未燃物

（通常運転１時間分）の焼却が完了するまで，排ガスは発生し続ける。 

 本評価では自動停止に至る事象として，２系統同時に排ガスフィルタ５台中の１台が何らかの不具合によ

り破損した場合で，雑固体廃棄物焼却設備が自動停止するものの，未燃物の焼却が完了するまでの期間に，破

損した排ガスフィルタから漏出し続けたケースで評価する。なお，運用開始後に当該事象が発生した場合は，

異常のある排ガスフィルタの前後ダンパを閉じる措置を講じて，フィルタを介して放出する状態に復帰させ

る。 

 

2. 廃棄物の放射能濃度 

 雑固体廃棄物の放射能濃度は，添付資料－５ 表－１を参照。 

 

3. 排気中の放射性物質濃度 

焼却炉の処理能力，除染係数の考え方は添付資料－５と同様とするが，排ガスフィルタについては５台中の

１台が何らかの不具合により破損しており，除染性能が全く発揮できないとする。また，自動停止後の炉内に

残存している未燃物は１時間で焼却完了するものとし，排ガス流量は不具合前後で変わらないと仮定する。 

なお，周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の評価においては，告示に定める濃度限度と比較するため，

排ガスフィルタから漏出した状態で連続放出した場合を想定する。 

計算地点は，１．２号機共用排気筒を中心として 16方位に分割した陸側９方位の敷地境界外について行う。 

上記条件で計算した結果，周辺監視区域外における空気中の放射性物質濃度は，告示に定める濃度限度を下

回り，各核種の告示濃度限度に対する割合の和が１未満となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－５ 別添 

雑固体廃棄物焼却設備自動停止時の放出評価 

 

 

1. 自動停止時の放出評価方法の考え方 

雑固体廃棄物焼却設備は，モニタリング設備にて排気中の放射性物質の濃度を監視しており，定められた値

を上回った場合は自動停止する設計としているが，焼却設備が停止する際には，炉内に残存している未燃物

（通常運転１時間分）の焼却が完了するまで，排ガスは発生し続ける。 

 本評価では自動停止に至る事象として，２系統同時に排ガスフィルタ５台中の１台が何らかの不具合によ

り破損した場合で，雑固体廃棄物焼却設備が自動停止するものの，未燃物の焼却が完了するまでの期間に，破

損した排ガスフィルタから漏出し続けたケースで評価する。なお，運用開始後に当該事象が発生した場合は，

異常のある排ガスフィルタの前後ダンパを閉じる措置を講じて，フィルタを介して放出する状態に復帰させ

る。 

 

2. 廃棄物の放射能濃度 

 雑固体廃棄物の放射能濃度は，添付資料－５ 表－１を参照。 

 

3. 排気中の放射性物質濃度 

焼却炉の処理能力，除染係数の考え方は添付資料－５と同様とするが，排ガスフィルタについては５台中の

１台が何らかの不具合により破損しており，除染性能が全く発揮できないとする。また，自動停止後の炉内に

残存している未燃物は１時間で焼却完了するものとし，排ガス流量は不具合前後で変わらないと仮定する。 

なお，敷地境界の空気中の放射性物質濃度の評価においては，告示に定める濃度限度と比較するため，排ガ

スフィルタから漏出した状態で連続放出した場合を想定する。 

気象条件及び計算地点は，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第３編 2.2線量評価」に示したものと同じとした。 

上記条件で計算した結果，敷地境界における空気中の放射性物質濃度は，告示に定める濃度限度を下回り，

各核種の告示濃度限度に対する割合の和が１未満となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

気象条件の変更

及び計算地点の

明確化 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

流体 

番号 

 

 

(Bq/kg) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

告示濃度 

限度 

(Bq/cm3) 

告示濃度限

度に対する

割合 

流量 

(m3/h) 
－ 20810 176249 － － － 

Mn-54 4.0E+04 1.2E-05 2.7E-06 1.3E-10 8.0E-05 1.6E-06＜1 

Co-58 1.9E+02 5.5E-08 1.3E-08 6.1E-13 6.0E-05 1.0E-08＜1 

Co-60 1.1E+05 3.2E-05 7.5E-06 3.5E-10 4.0E-06 8.8E-05＜1 

Sr-89 1.6E+03 4.6E-07 1.1E-07 5.1E-12 2.0E-05 2.5E-07＜1 

Sr-90 9.9E+06 2.9E-03 6.7E-04 3.2E-08 8.0E-07 3.9E-02＜1 

Ru-103 1.4E+00 4.0E-10 9.5E-11 4.5E-15 4.0E-05 1.1E-10＜1 

Ru-106 3.7E+05 1.1E-04 2.5E-05 1.2E-09 2.0E-06 5.9E-04＜1 

Sb-124 2.1E+02 6.1E-08 1.4E-08 6.7E-13 2.0E-05 3.3E-08＜1 

Sb-125 3.5E+05 1.0E-04 2.4E-05 1.1E-09 3.0E-05 3.7E-05＜1 

I-131 3.8E-21 5.5E-29 1.3E-29 6.1E-34 5.0E-06 1.2E-28＜1 

Cs-134 3.4E+06 9.8E-04 2.3E-04 1.1E-08 2.0E-05 5.4E-04＜1 

Cs-136 2.5E-13 7.2E-23 1.7E-23 8.0E-28 1.0E-04 8.0E-24＜1 

Cs-137 9.4E+06 2.7E-03 6.4E-04 3.0E-08 3.0E-05 1.0E-03＜1 

Ba-140 1.6E-11 4.6E-21 1.1E-21 5.1E-26 1.0E-04 5.1E-22＜1 

α 2.6E+02 7.5E-08 1.8E-08 8.3E-13 3.0E-09 2.8E-04＜1 

合計 2.4E+07 6.8E-03 1.6E-03 7.5E-08 － 4.2E-02＜1 

評価点  2  については，添付資料-５ 図１と同様なので省略する。 

 

図－１ 自動停止時における排気中の放射性物質濃度 

 

 

 

流体 

番号 

 

 

(Bq/kg) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

告示濃度 

限度 

(Bq/cm3) 

告示濃度限

度に対する

割合 

流量 

(m3/h) 
－ 20810 176249 － － － 

Mn-54 4.0E+04 1.2E-05 2.7E-06 1.4E-10 8.0E-05 1.8E-06＜1 

Co-58 1.9E+02 5.5E-08 1.3E-08 6.7E-13 6.0E-05 1.1E-08＜1 

Co-60 1.1E+05 3.2E-05 7.5E-06 3.9E-10 4.0E-06 9.8E-05＜1 

Sr-89 1.6E+03 4.6E-07 1.1E-07 5.7E-12 2.0E-05 2.8E-07＜1 

Sr-90 9.9E+06 2.9E-03 6.7E-04 3.5E-08 8.0E-07 4.4E-02＜1 

Ru-103 1.4E+00 4.0E-10 9.5E-11 5.0E-15 4.0E-05 1.2E-10＜1 

Ru-106 3.7E+05 1.1E-04 2.5E-05 1.3E-09 2.0E-06 6.6E-04＜1 

Sb-124 2.1E+02 6.1E-08 1.4E-08 7.5E-13 2.0E-05 3.7E-08＜1 

Sb-125 3.5E+05 1.0E-04 2.4E-05 1.2E-09 3.0E-05 4.1E-05＜1 

I-131 3.8E-21 5.5E-29 1.3E-29 6.7E-34 5.0E-06 1.3E-28＜1 

Cs-134 3.4E+06 9.8E-04 2.3E-04 1.2E-08 2.0E-05 6.0E-04＜1 

Cs-136 2.5E-13 7.2E-23 1.7E-23 8.9E-28 1.0E-04 8.9E-24＜1 

Cs-137 9.4E+06 2.7E-03 6.4E-04 3.3E-08 3.0E-05 1.1E-03＜1 

Ba-140 1.6E-11 4.6E-21 1.1E-21 5.7E-26 1.0E-04 5.7E-22＜1 

α 2.6E+02 7.5E-08 1.8E-08 9.2E-13 3.0E-09 3.1E-04＜1 

合計 2.4E+07 6.8E-03 1.6E-03 8.4E-08 － 4.7E-02＜1 

評価点  2  については，添付資料-５ 図１と同様なので省略する。 

 

図－１ 自動停止時における排気中の放射性物質濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う放射性物

質濃度等の変更 

 

 

 

 

 

 

 

1 3 4 5 1 3 4 5 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.27 ５・６号機 燃料プール冷却浄化系） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－４ 

 

５・６号機 補機冷却海水系に係る，主要な機器，構造強度及び耐震性について 

 

（中略） 

 

2.構造強度及び耐震性(５・６号機共通) 

(1)構造強度の評価 

（中略） 

 

c.配 管 

配管は，系統の温度，圧力を考慮し「日本工業規格」を準拠した仕様とする。 

健全性については，震災後，系統の試運転を行い，有意な漏えい及び運転状態に異常がないことを確認し

ている。 

以上のことから配管は，必要な構造強度を有するものと評価している。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

添付資料－４ 

 

５・６号機 補機冷却海水系に係る，主要な機器，構造強度及び耐震性について 

 

（中略） 

 

2.構造強度及び耐震性(５・６号機共通) 

(1)構造強度の評価 

（中略） 

 

c.配 管 

配管は，系統の温度，圧力を考慮し「日本産業規格」を準拠した仕様とする。 

健全性については，震災後，系統の試運転を行い，有意な漏えい及び運転状態に異常がないことを確認し

ている。 

以上のことから配管は，必要な構造強度を有するものと評価している。 

 

（以下，省略） 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.42 大型機器除染設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.42  大型機器除染設備 

2.42.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.42.1.3 設計方針 

 

（中略） 

 

(2) 構造強度 

「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）に従うことを基

本方針とし，必要に応じて日本工業規格や製品規格に従った設計とする。 

 

（中略） 

 

2.42.1.7 構造強度及び耐震性 

(1) 構造強度 

大型機器除染設備を構成する機器のうち上部加圧タンク及び下部加圧タンクは，「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」において，クラ

ス３に位置付けられることから，設計・建設規格に準拠する。それ以外の機器については，日本工業規格，鋼

構造設計基準に準拠する。 

 
（以下，省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.42  大型機器除染設備 

2.42.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.42.1.3 設計方針 

 

（中略） 

 

(2) 構造強度 

「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）に従うことを基

本方針とし，必要に応じて日本産業規格や製品規格に従った設計とする。 

 

（中略） 

 

2.42.1.7 構造強度及び耐震性 

(1) 構造強度 

大型機器除染設備を構成する機器のうち上部加圧タンク及び下部加圧タンクは，「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」において，クラ

ス３に位置付けられることから，設計・建設規格に準拠する。それ以外の機器については，日本産業規格，鋼

構造設計基準に準拠する。 

 
（以下，省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.42 大型機器除染設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－4 

除染処理に係る廃棄物の性状及び発生量に関する説明書 
 

1. 性状について 

 

（中略） 

 

3.2 規格・基準等 

 不活性材投入装置は，日本産業規格に準拠する。 

 

（以下，省略） 
 
 

添付資料－9 

手動除染処理作業の方法について 
 

（中略） 

 

2. 作業員の被ばく低減 

 

（中略） 

 

(6) 規格・基準 

手動除染装置は日本工業規格に準拠した設計を行う。また，汚染拡大防止ハウスは建築基準法に準拠した設

計を行う。 

 

（以下，省略） 
 
 

添付資料－13 
主要配管の設計方針について 

 
1. 設計方針 

 
（中略） 
 
(2) 規格・基準等 

 主要配管は，日本工業規格に準拠する。 
 
（以下，省略） 

添付資料－4 

除染処理に係る廃棄物の性状及び発生量に関する説明書 
 

1. 性状について 

 

（中略） 

 

3.2 規格・基準等 

 不活性材投入装置は，日本産業規格に準拠する。 

 

（以下，省略） 
 
 

添付資料－9 

手動除染処理作業の方法について 
 

（中略） 

 

2. 作業員の被ばく低減 

 

（中略） 

 

(6) 規格・基準 

手動除染装置は日本産業規格に準拠した設計を行う。また，汚染拡大防止ハウスは建築基準法に準拠した設

計を行う。 

 

（以下，省略） 
 
 

添付資料－13 
主要配管の設計方針について 

 
1. 設計方針 

 
（中略） 
 
(2) 規格・基準等 

 主要配管は，日本産業規格に準拠する。 

 

（以下，省略） 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.44 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備）） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－5 別添 

増設雑固体廃棄物焼却設備自動停止時の放出評価 

 

 

1. 自動停止時の放出評価方法の考え方 

増設雑固体廃棄物焼却設備は，モニタリング設備にて排気中の放射性物質の濃度を監視しており，定められ

た値を上回った場合は自動停止する設計としているが，焼却設備が停止する際には，炉内に残存している未燃

物（通常運転１時間分）の焼却が完了するまで，排ガスは発生し続ける。 

 本評価では自動停止に至る事象として，一次排ガスフィルタと二次排ガスフィルタのいずれか４台中の１

台が何らかの不具合により破損した場合で，増設雑固体廃棄物焼却設備が自動停止するものの，未燃物の焼却

が完了するまでの期間に，破損した一次排ガスフィルタまたは二次排ガスフィルタから漏出し続けたケース

で評価する。なお，運用開始後に当該事象が発生した場合は，異常のある排ガスフィルタの前後ダンパを閉じ

る措置を講じて，異常のないフィルタを介して放出する状態に復帰させる。 

 

2. 廃棄物の放射能濃度 

 雑固体廃棄物の放射能濃度は，添付資料－5 表－１を参照。 

 

3. 排気中の放射性物質濃度 

焼却機器の処理能力，除染係数の考え方は添付資料－5と同様とするが，一次排ガスフィルタと二次排ガス

フィルタのいずれか４台中の１台が何らかの不具合により破損しており，除染性能が全く発揮できないとす

る。また，自動停止後の炉内に残存している未燃物は１時間で焼却完了するものとし，排ガス流量は不具合前

後で変わらないと仮定する。 

なお，周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の評価においては，告示に定める濃度限度と比較するため，

排ガスフィルタから漏出した状態で連続放出した場合を想定する。 

計算地点は，１・２号機共用排気筒を中心として 16方位に分割した陸側９方位の敷地境界外について行う。 

上記条件で計算した結果，周辺監視区域外における空気中の放射性物質濃度は，告示に定める濃度限度を下

回り，各核種の告示濃度限度に対する割合の和が１未満となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－5 別添 

増設雑固体廃棄物焼却設備自動停止時の放出評価 

 

 

1. 自動停止時の放出評価方法の考え方 

増設雑固体廃棄物焼却設備は，モニタリング設備にて排気中の放射性物質の濃度を監視しており，定められ

た値を上回った場合は自動停止する設計としているが，焼却設備が停止する際には，炉内に残存している未燃

物（通常運転１時間分）の焼却が完了するまで，排ガスは発生し続ける。 

 本評価では自動停止に至る事象として，一次排ガスフィルタと二次排ガスフィルタのいずれか４台中の１

台が何らかの不具合により破損した場合で，増設雑固体廃棄物焼却設備が自動停止するものの，未燃物の焼却

が完了するまでの期間に，破損した一次排ガスフィルタまたは二次排ガスフィルタから漏出し続けたケース

で評価する。なお，運用開始後に当該事象が発生した場合は，異常のある排ガスフィルタの前後ダンパを閉じ

る措置を講じて，異常のないフィルタを介して放出する状態に復帰させる。 

 

2. 廃棄物の放射能濃度 

 雑固体廃棄物の放射能濃度は，添付資料－5 表－１を参照。 

 

3. 排気中の放射性物質濃度 

焼却機器の処理能力，除染係数の考え方は添付資料－5と同様とするが，一次排ガスフィルタと二次排ガス

フィルタのいずれか４台中の１台が何らかの不具合により破損しており，除染性能が全く発揮できないとす

る。また，自動停止後の炉内に残存している未燃物は１時間で焼却完了するものとし，排ガス流量は不具合前

後で変わらないと仮定する。 

なお，敷地境界の空気中の放射性物質濃度の評価においては，告示に定める濃度限度と比較するため，排ガ

スフィルタから漏出した状態で連続放出した場合を想定する。 

気象条件及び計算地点は，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第３編 2.2線量評価」に示したものと同じとした。 

上記条件で計算した結果，敷地境界における空気中の放射性物質濃度は，告示に定める濃度限度を下回り，

各核種の告示濃度限度に対する割合の和が１未満となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

気象条件の変更

及び計算地点の

明確化 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.44 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（増設雑固体廃棄物焼却設備）） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

流体 

番号 

 

 

(Bq/kg) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

告示濃度 

限度 

(Bq/cm3) 

告示濃度 

限度に 

対する割合 

流量 

(m3/h) 
－ 113841 371169 － － － 

Mn-54 3.4E+03 2.4E-08 7.3E-09 7.6E-13 8.0E-05 9.5E-09＜1 

Co-58 1.6E+01 1.1E-10 3.4E-11 3.6E-15 6.0E-05 5.9E-11＜1 

Co-60 9.6E+03 6.7E-08 2.0E-08 2.1E-12 4.0E-06 5.3E-07＜1 

Sr-89 1.3E+02 9.0E-10 2.8E-10 2.9E-14 2.0E-05 1.4E-09＜1 

Sr-90 8.4E+05 5.8E-06 1.8E-06 1.9E-10 8.0E-07 2.3E-04＜1 

Ru-103 1.2E-01 8.3E-13 2.6E-13 2.7E-17 4.0E-05 6.7E-13＜1 

Ru-106 3.2E+04 2.2E-07 6.8E-08 7.1E-12 2.0E-06 3.6E-06＜1 

Sb-124 1.7E+01 1.2E-10 3.6E-11 3.8E-15 2.0E-05 1.9E-10＜1 

Sb-125 3.0E+04 2.1E-07 6.4E-08 6.7E-12 3.0E-05 2.2E-07＜1 

I-131 3.2E-22 1.1E-29 3.4E-30 3.6E-34 5.0E-06 7.1E-29＜1 

Cs-134 2.9E+05 2.0E-06 6.2E-07 6.5E-11 2.0E-05 3.2E-06＜1 

Cs-136 2.1E-14 1.5E-25 4.5E-26 4.7E-30 1.0E-04 4.7E-26＜1 

Cs-137 7.9E+05 5.5E-06 1.7E-06 1.8E-10 3.0E-05 5.9E-06＜1 

Ba-140 1.4E-12 9.7E-24 3.0E-24 3.1E-28 1.0E-04 3.1E-24＜1 

α 2.2E+01 1.5E-10 4.7E-11 4.9E-15 3.0E-09 1.6E-06＜1 

合計 2.0E+06 1.4E-05 4.3E-06 4.4E-10 － 2.5E-04＜1 

評価点  2  ，  3  については，添付資料-5 図１と同様なので省略する。 

 

図－1 自動停止時における排気中の放射性物質濃度 

 

 

 

 

 

 

流体 

番号 

 

 

(Bq/kg) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

 

 

(Bq/cm3) 

告示濃度 

限度 

(Bq/cm3) 

告示濃度 

限度に 

対する割合 

流量 

(m3/h) 
－ 113841 371169 － － － 

Mn-54 3.4E+03 2.4E-08 7.3E-09 1.2E-12 8.0E-05 1.5E-08＜1 

Co-58 1.6E+01 1.1E-10 3.4E-11 5.8E-15 6.0E-05 9.7E-11＜1 

Co-60 9.6E+03 6.7E-08 2.0E-08 3.5E-12 4.0E-06 8.7E-07＜1 

Sr-89 1.3E+02 9.0E-10 2.8E-10 4.7E-14 2.0E-05 2.4E-09＜1 

Sr-90 8.4E+05 5.8E-06 1.8E-06 3.0E-10 8.0E-07 3.8E-04＜1 

Ru-103 1.2E-01 8.3E-13 2.6E-13 4.3E-17 4.0E-05 1.1E-12＜1 

Ru-106 3.2E+04 2.2E-07 6.8E-08 1.2E-11 2.0E-06 5.8E-06＜1 

Sb-124 1.7E+01 1.2E-10 3.6E-11 6.2E-15 2.0E-05 3.1E-10＜1 

Sb-125 3.0E+04 2.1E-07 6.4E-08 1.1E-11 3.0E-05 3.6E-07＜1 

I-131 3.2E-22 1.1E-29 3.4E-30 5.8E-34 5.0E-06 1.2E-28＜1 

Cs-134 2.9E+05 2.0E-06 6.2E-07 1.0E-10 2.0E-05 5.2E-06＜1 

Cs-136 2.1E-14 1.5E-25 4.5E-26 7.6E-30 1.0E-04 7.6E-26＜1 

Cs-137 7.9E+05 5.5E-06 1.7E-06 2.9E-10 3.0E-05 9.5E-06＜1 

Ba-140 1.4E-12 9.7E-24 3.0E-24 5.1E-28 1.0E-04 5.1E-24＜1 

α 2.2E+01 1.5E-10 4.7E-11 8.0E-15 3.0E-09 2.7E-06＜1 

合計 2.0E+06 1.4E-05 4.3E-06 7.2E-10 － 4.0E-04＜1 

評価点  2  ，  3  については，添付資料-5 図１と同様なので省略する。 

 

図－1 自動停止時における排気中の放射性物質濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う放射性物

質濃度等の変更 

 

 

 

 

 

 

 

1 4 5 6 1 4 5 6 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 

原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「原子炉主

任技術者職務運用マニュアル」に基づき，次の職務を遂行する。 

（１）原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者へ指示する。 

（２）表９－１に定める事項のうち，第１１８条及び第１１９条については，廃炉・汚染水対策最高責

任者の承認に先立ち確認し，その他の事項については，所長の承認に先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 

（５）第１２１条第１項の報告を受けた場合は，自らの責任で確認した正確な情報に基づき，社長に直

接報告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必ず出席する。 

（８）その他，原子炉施設の運転に関する保安の監督に必要な職務を行う。  

２．原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

（中略） 

 

表９－２ 

条  文 内  容 

第１７条（地震・火災等発生時の対応） 
地震・火災が発生した場合に講じた措置

の結果 

第７３条（運転上の制限を満足しない場合） 

運転上の制限を満足していないと判断し

た場合 

運転上の制限を満足していると判断した

場合 

第７４条（保全作業を実施する場合） 

必要な安全措置 

運転上の制限外から復帰していると判断

した場合 

第７６条（異常発生時の基本的な対応） 
異常が発生した場合の原因調査及び対応

措置 

第１２１条（報告） 

運転上の制限を満足していないと判断し

た場合 

放射性液体廃棄物又は放射性気体廃棄物

について放出管理目標値を超えて放出し

た場合 

外部放射線に係る線量当量率等に異常が

認められた場合 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所

原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の

防護に関する規則（以下「福島第一炉規

則」という。）第 18条第 3号から第 6号

及び第8号から第15号に定める報告事象

が生じた場合 

 

（省略） 

 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 

原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「原子炉主

任技術者職務運用マニュアル」に基づき，次の職務を遂行する。 

（１）原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者へ指示する。 

（２）表９－１に定める事項のうち，第１１８条及び第１１９条については，廃炉・汚染水対策最高責

任者の承認に先立ち確認し，その他の事項については，所長の承認に先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 

（５）第１２１条第１項の報告を受けた場合は，自らの責任で確認した正確な情報に基づき，社長に直

接報告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必ず出席する。 

（８）その他，原子炉施設の運転に関する保安の監督に必要な職務を行う。  

２．原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

（中略） 

 

表９－２ 

条  文 内  容 

第１７条（地震・火災等発生時の対応） 
地震・火災が発生した場合に講じた措置

の結果 

第７３条（運転上の制限を満足しない場合） 

運転上の制限を満足していないと判断し

た場合 

運転上の制限を満足していると判断した

場合 

第７４条（保全作業を実施する場合） 

必要な安全措置 

運転上の制限外から復帰していると判断

した場合 

第７６条（異常発生時の基本的な対応） 
異常が発生した場合の原因調査及び対応

措置 

第１２１条（報告） 

運転上の制限を満足していないと判断し

た場合 

放射性液体廃棄物について放出管理目標

値を超えて放出した場合 

外部放射線に係る線量当量率等に異常が

認められた場合 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所

原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の

防護に関する規則（以下「福島第一炉規

則」という。）第 18条第 3号から第 6号

及び第8号から第15号に定める報告事象

が生じた場合 

 

（省略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第８９条 

分析評価ＧＭは，表８９－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果を放

出・環境モニタリングＧＭに通知する。また，放出・環境モニタリングＧＭは，次の事項を管理すると

ともに，その結果を放出実施ＧＭに通知する。 

（１）排気筒等からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の３ヶ

月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

（２）排気筒等からの放射性物質（希ガス，よう素１３１）の放出量が，表８９－２に定める放出管理

目標値を超えないように努めること。 

２．放出実施ＧＭは，放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気筒等より放出し，排気筒モニタを監視

する。 

 

表８９－１ 

分  類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 
放出実施 

ＧＭ 

放射性 

気体廃棄物 

・５，６号炉

共用排気筒 

希ガス濃度 排気筒モニタ 

常時 

（建屋換気空調系

運転時） 

当直長 よう素 131濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・焼却炉建屋

排気筒 

・増設焼却炉

建屋排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 運用支援 

ＧＭ 

ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・減容処理設

備排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 
 

ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・固体廃棄物

貯蔵庫第９棟

排気口 

・固体廃棄物

貯蔵庫第１０

棟 排 気 口

（ 10-A/B ，

10-C） 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

 

ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

 

表８９－２ 

項  目 放出管理目標値 

放射性気体廃棄物 

希ガス 

よう素 131 

 

２．８×１０１５ Ｂｑ／年 

１．４×１０１１ Ｂｑ／年 
 

 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第８９条 

分析評価ＧＭは，表８９－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果を放

出・環境モニタリングＧＭに通知する。また，放出・環境モニタリングＧＭは，次の事項を管理すると

ともに，その結果を放出実施ＧＭに通知する。 

（１）排気筒等からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の３ヶ

月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

 

 

２．放出実施ＧＭは，放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気筒等より放出し，排気筒モニタを監視

する。 

 

表８９－１ 

分  類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 
放出実施 

ＧＭ 

放射性 

気体廃棄物 

・５，６号炉

共用排気筒 

希ガス濃度 排気筒モニタ 

常時 

（建屋換気空調系

運転時） 

当直長 よう素 131濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・焼却炉建屋

排気筒 

・増設焼却炉

建屋排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 運用支援 

ＧＭ 

ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・減容処理設

備排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 運用支援 

ＧＭ 

ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・固体廃棄物

貯蔵庫第９棟

排気口 

・固体廃棄物

貯蔵庫第１０

棟 排 気 口

（ 10-A/B ，

10-C） 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 廃棄物対策 

プログラム 

部長 
ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（報告） 

第１２１条 

各プログラム部長，運用部長又は各ＧＭは，次のいずれかに該当する場合又は該当するおそれがある

と判断した場合について直ちに所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合（第73条） 

（２）放射性液体廃棄物又は放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合（第88条,

第89条） 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合（第101条） 

（４）福島第一炉規則第18条第3号から第6号及び第8号から第15号に定める報告事象が生じた場合 

（５）第７６条第１項に定める異常が発生した場合 

２．所長は，前項に基づく報告を受けた場合，社長に報告する。 

３．第１項又は第２項に基づく報告が，不在で遂行できない場合及び夜間休祭日の報告方法は，「トラ

ブル等の報告マニュアル」による。 

４．第１項（１）に該当する場合は，「トラブル等の報告マニュアル」に基づき，直ちに原子力規制委

員会に報告する。 

 

 

（報告） 

第１２１条 

各プログラム部長，運用部長又は各ＧＭは，次のいずれかに該当する場合又は該当するおそれがある

と判断した場合について直ちに所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合（第73条） 

（２）放射性液体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合（第88条） 

 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合（第101条） 

（４）福島第一炉規則第18条第3号から第6号及び第8号から第15号に定める報告事象が生じた場合 

（５）第７６条第１項に定める異常が発生した場合 

２．所長は，前項に基づく報告を受けた場合，社長に報告する。 

３．第１項又は第２項に基づく報告が，不在で遂行できない場合及び夜間休祭日の報告方法は，「トラ

ブル等の報告マニュアル」による。 

４．第１項（１）に該当する場合は，「トラブル等の報告マニュアル」に基づき，直ちに原子力規制委

員会に報告する。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

 

 

 

 

 

附則（令和５年５月１０日 原規規発第 2305107号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和５年５月１９日から施行する。 

２．第５条については，ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備の運用を開始した時点から適用することとし，そ

れまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年４月１７日 原規規発第 23041712号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和５年４月２７日から施行する。 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，それぞれの区域

の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年３月２２日 原規規発第 2303227号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第１０２条については，令和２年９月１１日に公布された放射性同位元素等の規制に関する法律施

行規則の施行までに適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年３月７日 原規規発第 2303075号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和５年５月１日から施行する。 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞれの区域の変

更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年２月２１日 原規規発第 2302212号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第８９条の表８９－１における固体廃棄物貯蔵庫第１０棟排気口から放出される放射性気体廃棄物

の管理については，固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の運用を開始した時点から適用することとし，それま

での間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の管理区域図面並びに添付２（管理

対象区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域

の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（省略） 

 

 

附  則 
 

附則（                       ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（令和５年５月１０日 原規規発第 2305107号） 

（施行期日） 

第１条 

 

２．第５条については，ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備の運用を開始した時点から適用することとし，そ

れまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年４月１７日 原規規発第 23041712号） 

（施行期日） 

第１条 

 

２．添付１（管理区域図）の全体図及び添付２（管理対象区域図）の全体図の変更は，それぞれの区域

の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年３月２２日 原規規発第 2303227号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第１０２条については，令和２年９月１１日に公布された放射性同位元素等の規制に関する法律施

行規則の施行までに適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年３月７日 原規規発第 2303075号） 

（施行期日） 

第１条 

 

２．添付２（管理対象区域図）の全体図における瓦礫類一時保管エリアの変更は，それぞれの区域の変

更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和５年２月２１日 原規規発第 2302212号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第８９条の表８９－１における固体廃棄物貯蔵庫第１０棟排気口から放出される放射性気体廃棄物

の管理については，固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の運用を開始した時点から適用することとし，それま

での間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の管理区域図面並びに添付２（管理

対象区域図）の全体図及び固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域

の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（省略） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理 

（中略） 

2.1.3.3 対象となる放射性廃棄物と管理方法 

（中略） 

(2) 放出管理の方法 

（中略） 

① 1～3号機原子炉建屋格納容器 

（中略） 

② 1～4号機原子炉建屋 

（中略） 

③ 1～4号機タービン建屋 

（中略）。 

④ 1～4号機廃棄物処理建屋 

（中略） 

⑤ 集中廃棄物処理施設（プロセス主建屋，サイトバンカ建屋，高温焼却炉建屋，焼却・工作建屋） 

（中略） 

⑥ 5，6号機各建屋 

（中略） 

⑦ 使用済燃料共用プール 

（中略） 

⑧ 廃スラッジ一時保管施設 

（中略） 

⑨ 焼却炉建屋 

（中略） 

⑩ 固体廃棄物貯蔵庫 

（中略） 

⑪ 瓦礫等の一時保管エリア 

（中略） 

⑫ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

（中略） 

⑬ 貯留設備（タンク類，地下貯水槽） 

（中略） 

⑭ 多核種除去設備等 

（中略） 

⑮ 大型機器除染設備 

（中略） 

⑯ 油処理装置 

（中略） 

⑰ 大型廃棄物保管庫 

（中略） 

2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理 

（中略） 

2.1.3.3 対象となる放射性廃棄物と管理方法 

（中略） 

(2) 放出管理の方法 

（中略） 

a. 1～3号機原子炉建屋格納容器 

（中略） 

b. 1～4号機原子炉建屋 

（中略） 

c. 1～4号機タービン建屋 

（中略） 

d. 1～4号機廃棄物処理建屋 

（中略） 

e. 集中廃棄物処理施設（プロセス主建屋，サイトバンカ建屋，高温焼却炉建屋，焼却・工作建屋） 

（中略） 

f. 5，6号機各建屋 

（中略） 

g. 使用済燃料共用プール 

（中略） 

h. 廃スラッジ一時保管施設 

（中略） 

i. 焼却炉建屋 

（中略） 

j. 固体廃棄物貯蔵庫 

（中略） 

k. 瓦礫等の一時保管エリア 

（中略） 

l. 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

（中略） 

m. 貯留設備（タンク類，地下貯水槽） 

（中略） 

n. 多核種除去設備等 

（中略） 

o. 大型機器除染設備 

（中略） 

p. 油処理装置 

（中略） 

q. 大型廃棄物保管庫 

（中略） 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

⑱ 減容処理設備 

（中略） 

 

(3) 推定放出量 

1～4号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は，極めて少ないと考えられるため，

1～4号機原子炉建屋上部におけるサンプリング結果から検出されている Cs-134及び Cs-137を評価対象とし，

建屋開口部等における放射性物質濃度及び空気流量等の測定結果から，現在の 1～4 号機原子炉建屋からの放

出量を評価した。推定放出量（平成 26年２月時点）は，表２．１．３－１に示す通りである。 

なお，これまでの放出量の推移を図２．１．３－１に示す。 

 

表２．１．３－１ 気体廃棄物の推定放出量 

 Cs-134（Bq/sec） Cs-137（Bq/sec） 

1号機 原子炉建屋 4.7×102 4.7×102 

2号機 原子炉建屋 9.4×101 9.4×101 

3号機 原子炉建屋 7.1×102 7.1×102 

4号機 原子炉建屋 1.2×102 1.2×102 

（注）平成 26 年 2 月時点の評価値 

 

 

 

図２．１．３－１ １～３号機原子炉建屋からの一時間当たりの放出量推移 

 

r. 減容処理設備 

（中略） 

 

(3) 推定放出量 

1～4号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は，極めて少ないと考えられるため，

1～4号機原子炉建屋上部におけるサンプリング結果から検出されている Cs-134及び Cs-137を評価対象とし，

建屋開口部等における放射性物質濃度及び空気流量等の測定結果並びに停止後の経過年数を考慮して評価し

た 1～4号機原子炉建屋からの推定放出量を表２．１．３－１に示す。 

なお，これまでの放出量の推移を図２．１．３－１に示す。 

 

表２．１．３－１ 1～4号機の気体廃棄物の推定放出量 

 Cs-134（Bq/sec） Cs-137（Bq/sec） 

1号機 原子炉建屋 4.7×101 4.7×102 

2号機 原子炉建屋 9.4×100 9.4×101 

3号機 原子炉建屋 7.1×101 7.1×102 

4号機 原子炉建屋 1.2×101 1.2×102 

（注）Cs-137は 2014年 2月時点の評価値と同じとした。 

 

 

 
図２．１．３－１ １～４号機原子炉建屋からの一時間当たりの放出量推移 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 一方，5,6号機については，廃止が決定しており，放射性の希ガス・よう素の放出はない。停止後 5,6号機

共用排気筒の粒子状物質のサンプリング結果は，図２．１．３－２に示すとおり，検出下限値未満で推移して

いる。5,6 号機各建屋では 1～4 号機で採取された試料の分析等が実施されていることから，1～4 号機と同様

に Cs-134及び Cs-137を評価対象とし， 5，6号機共用排気筒の排気風量，検出限界値及び停止後の経過年数

を考慮して評価した推定放出量を表２．１．３－２ に示す。 

 

表２．１．３－２ 5,6号機の気体廃棄物の推定放出量※ 

 Cs-134（Bq/sec） Cs-137（Bq/sec） 

5,6号機共用排気筒 1.5×100 1.5×101 

※：推定放出量＝推定放出濃度×排気筒風量 

推定放出濃度は，「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指針」（平成 13年 3月 29日原子

力安全委員会）に記載された粒子状物質の測定下限濃度（4×10-9Bq/cm3）に安全係数（10）を乗じ Cs-137濃度とした。

Cs-134濃度は，事故後の減衰を考慮して Cs-137濃度の 1/10を設定した。排気筒風量は，定格風量（安全側に事故前の

約 3.8×108cm3/s）を設定した。 

 

 

図２．１．３－２ ５，６号機共用排気筒からの粒子状物質放出濃度推移 

5・6 号機の推定

放出量の追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2 線量評価 

 敷地周辺における線量評価は，プラントの安定性を確認するひとつの指標として，放射性物質の放出抑制に

係る処理設備設計の妥当性の確認の観点から放射性物質の放出に起因する実効線量の評価を，施設配置及び遮

蔽設計の妥当性の確認の観点から施設からの放射線に起因する実効線量の評価を行う。 

2.2.1 大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量 

2.2.1.1 評価の基本的な考え方 

大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量の評価については，「発電用原子炉施設の安全解析に関す

る気象指針」（以下，「気象指針」という），「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以

下，「評価指針」という）及び「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」

（以下，「一般公衆の線量評価」という）を準用する。 

外部被ばく及び吸入摂取による実効線量の評価は，原子炉施設周辺でそれぞれ最大の被ばくを与える地点に

居住する人を対象とし，外部被ばくについては放射性雲からの γ 線による実効線量と地表に沈着した放射性

物質からのγ線による実効線量を考慮する。 

食物摂取による実効線量については，現実に存在する被ばく経路について，食生活の様態等が標準的である

人を対象として行うため，敷地周辺で農業・畜産業が行われていない現状では有意な被ばく経路は存在しない。

ただし，今後敷地周辺において農業・畜産業が再開されることを見越し，被ばく評価全体において食物摂取に

よる被ばくが占める程度を把握するため，参考として，葉菜及び牛乳摂取による実効線量を評価する。 

 

2.2.1.2 計算のための前提条件 

(1)気象条件 

大気拡散の解析に用いる気象条件は，福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（6 号原子炉施設

の変更）（平成 22年 11月 12日付け，平成 19・04・19原第 18号にて設置変更許可）の添付書類六の記載と

同様とする。 

気象条件の採用に当たっては，風向出現頻度及び風速出現頻度について平成 12年 4月から平成 22年 3月

までの 10 年間の資料により検定を行い，代表性に問題ないことを確認した。検定法は，不良標本の棄却検

定に関する F分布検定の手順に従った。 

棄却検定の結果を表２．２．１－１及び表２．２．１－２に示す。有意水準 5％で棄却された項目は 28項

目中 2個であった。これは採用した気象条件が長期間の気象状況と比較して異常でないことを示しており，

解析に用いる気象条件が妥当であることを示している。 

 

 

（現行記載なし） 

2.2 線量評価 

 敷地周辺における線量評価は，プラントの安定性を確認するひとつの指標として，放射性物質の放出抑制に

係る処理設備設計の妥当性の確認の観点から放射性物質の放出に起因する実効線量の評価を，施設配置及び遮

蔽設計の妥当性の確認の観点から施設からの放射線に起因する実効線量の評価を行う。 

2.2.1 大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量 

2.2.1.1 評価の基本的な考え方 

大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量の評価については，「発電用原子炉施設の安全解析に関す

る気象指針」（以下，「気象指針」という），「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以

下，「評価指針」という）及び「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」

（以下，「一般公衆の線量評価」という）を準用する。 

外部被ばく及び吸入摂取による実効線量の評価は，原子炉施設周辺でそれぞれ最大の被ばくを与える地点に

居住する人を対象とし，外部被ばくについては放射性雲からの γ 線による実効線量と地表に沈着した放射性

物質からのγ線による実効線量を考慮する。 

食物摂取による実効線量については，現実に存在する被ばく経路について，食生活の様態等が標準的である

人を対象として行うため，敷地周辺で農業・畜産業が行われていない現状では有意な被ばく経路は存在しな

い。ただし，今後敷地周辺において農業・畜産業が再開されることを見越し，被ばく評価全体において食物摂

取による被ばくが占める程度を把握するため，参考として，葉菜及び牛乳摂取による実効線量を評価する。 

 

2.2.1.2 計算のための前提条件 

(1)気象条件の代表性の検討 

 敷地において観測した 2020 年 4 月から 2021 年 3 月までの 1 年間の気象資料により線量評価を行うに当

り，観測を行った 1 年間の気象状態が，長期間の気象状態と比較して特に異常でないかどうかの検討を行

った。 

風向出現頻度及び風速出現頻度について，敷地内の標高 46m(地上高 10m)における 10 年間(欠測率の高い

2010 年 4 月～2011 年 3 月の 1 年間を除く 2009 年 4 月～2020 年 3 月)の資料により検定を行った。検定法

は，不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従った。 

 その結果は，表２．２．１－１及び表２．２．１－２に示すとおりであり，有意水準 5％で棄却されたも

のは 27項目中 1項目であった。 

これは線量評価に使用した観測期間の気象状態が長期間の気象状態と比較して特に異常でないことを示

しており，この期間の気象資料を用いて大気拡散の解析を行うことは妥当であることを示している。 

 

(2)大気拡散の解析に使用する気象条件 

敷地周辺に及ぼす影響を評価するに当っては，敷地内における 2020 年 4 月から 2021 年 3 月までの 1 年

間の風向，風速及び大気安定度の観測資料から以下のパラメータを求め，これを用いる。 

なお，風向，風速については，敷地内の地上付近の風を代表する標高 46m(地上高 10m)及び排気筒高さ付

近の風を代表する標高 131m(地上高 95m)の風向，風速とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う記載の変

更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う記載の追

加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

2 

𝒇𝒅 = ∑
𝜹𝒅 𝒊

𝑵

𝑵

𝒊=𝟏

× 100 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

a. 風向別大気安定度別風速逆数の総和及び平均 

風向別大気安定度別風速逆数の総和及び平均は，（2-2-1）式，（2-2-2）式によりそれぞれ計算する。 

 

 

             ････････････････････････････････････････････（2-2-1）式 

 

       𝑺̅  𝒅,𝑺 =
𝟏

𝑵𝒅,𝒔
𝑺𝒅,𝒔   ･････････････････････････････････････････････（2-2-2）式 

    ここで， 

𝑆𝑑,𝑠 ： 風向別大気安定度別風速逆数の総和(s/m) 

𝑆̅  𝑑,𝑆 ： 風向別大気安定度別風速逆数の平均(s/m) 

𝑁  ： 実観測回数(回) 

𝑈𝑖 ： 時刻 iにおける風速(m/s) 

𝛿𝑑,𝑠 𝑖 ： 時刻 iにおいて風向 d，大気安定度 sの場合 𝛿𝑑,𝑠 𝑖 = 1 

  その他の場合              𝛿𝑑,𝑠 𝑖 = 0 

𝑁𝑑,𝑠 ： 風向 d，大気安定度 sの総出現回数(回) 

b. 風向出現頻度 

風向出現頻度は，（2-2-3）式，（2-2-4）式によりそれぞれ計算する。 

 

               ･･･････････････････････････････････････（2-2-3）式 

 

𝑓𝑑𝑇 = 𝑓𝑑 + 𝑓𝑑′ + 𝑓𝑑" ････････････････････････････････････････（2-2-4）式 

ここで， 

𝑓𝑑 ： 風向 dの出現頻度(％) 

𝑁  ： 実観測回数(回) 

𝛿𝑑 𝑖 ： 時刻 iにおいて風向 dの場合 𝛿𝑑 𝑖 = 1 

  その他の場合        𝛿𝑑 𝑖 = 0 

𝑓𝑑′, 𝑓𝑑" ： 風向 dに隣接する風向 d’，d”の出現頻度(％) 

𝑓𝑑𝑇  風向 d，d’，d”の出現頻度の和(％) 

静穏時については，風速は 0.5m/sとし，風向別大気安定度別出現回数は，静穏時の大気安定度別出現

回数を風速 0.5～2.0m/sの風向出現頻度に応じて比例配分して求める。 

また，欠測については，欠測を除いた期間について得られた統計が，欠測期間についても成り立つも

のとする。 

以上の計算から求めた風向別大気安定度別風速逆数の総和を表２．２．１－３及び表２．２．１－６

に，風向別大気安定度別風速逆数の平均及び風向別風速逆数の平均を表２．２．１－４及び表２．２．

１－７に，風向出現頻度及び風速 0.5～2.0m/sの風向出現頻度を表２．２．１－５及び表２．２．１－

８に示す。 

 

気象条件の変更

に伴う記載の追

加 

𝑺𝒅,𝒔 = ∑
𝜹𝒅,𝒔 𝒊

𝑼𝒊

𝑁

𝒊=𝟏
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(2)放出源と有効高さ 

 

放出源は各建屋からの排気であるが，「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」で述べたとおり，1～4号機の

原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの放出は無視しうるため，放出位置は 1～4 号機の原子炉建

屋とする。 

有効高さについて，現在の推定放出位置は原子炉建屋オペレーティングフロア付近であるが，保守的に地

上放散とする。 

地上放散の保守性については，以下のとおりである。 

「気象指針」において，位置 ( )zyx ,, における放射性物質濃度 ( )zyx ,, を求める基本拡散式を（2-2-1）式に示す。 

( )
( ) ( )



















 +
−+







 −
−














−








−=

2

2

2

2

2

2

2
exp

2
exp

2
expexp

2
,,

zzyzy

HzHzy

U

x

U

Q
zyx





  

 ························· （2-2-1）式 

 

ここで， 

( )zyx ,,  ： 点 ( )zyx ,, における放射性物質の濃度（Bq/m3） 

Q ： 放出率（Bq/s） 

U  ： 放出源高さを代表する風速（m/s） 

  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

H  ： 放出源の有効高さ(m) 

y
  ： 濃度分布のｙ方向の拡がりのパラメータ（m） 

z
  ： 濃度分布のｚ方向の拡がりのパラメータ（m） 

このとき，有効高さと同じ高度（ Hz = ）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。被ばく評価地点は地

上（ 0=z ）であるため，地上放散が最も厳しい評価を与えることになる。 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

(3)放出を考慮する核種 

放射性物質の放出量は，原子炉建屋上部におけるサンプリング結果から想定しており，現時点では実際に

検出されている Cs-134及び Cs-137を評価対象とする。 

Cs-134 及び Cs-137 以外の核種には，検出限界未満であることが確認されている核種だけではなく，測定

自体ができていないものもあるが，評価結果に大きな影響は与えないものと考えている。これら評価対象と

しなかった核種の影響度合いについては，「2.2.1.8 Cs以外の核種の影響について」で詳しく述べる。 

(4)線量及び濃度計算地点 

線量の計算は，図２．２．１－１に示すとおり，1，2 号機共用排気筒を中心として 16 方位に分割した陸

側 9方位の敷地境界外について行う。ただし，これらの地点より大きな線量を受ける恐れのある地点が別に

陸側にある場合は，その地点も考慮する。 

1，2号機共用排気筒から各評価点までの距離は，表２．２．１－３に示す。 

(3)放出源と有効高さ 

a．1～4号機 

放出源は各建屋からの排気であるが，「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」で述べたとおり，1～4号機の

原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの放出は無視しうるため，放出位置は 1～4 号機の原子炉建

屋とする。 

有効高さについて，現在の推定放出位置は原子炉建屋オペレーティングフロア付近であるが，保守的に地

上放散とする。 

地上放散の保守性については，以下のとおりである。 

「気象指針」において，位置 ( )zyx ,, における放射性物質濃度 ( )zyx ,, を求める基本拡散式を（2-2-5）式

に示す。 

( )
( ) ( )



















 +
−+







 −
−














−








−=

2

2

2

2

2

2

2
exp

2
exp

2
expexp

2
,,

zzyzy

HzHzy

U

x

U

Q
zyx





  

          ･････････････････････････････････････････････（2-2-5）式 

ここで， 

( )zyx ,,  ： 点 ( )zyx ,, における放射性物質の濃度（Bq/m3） 

放出源直下の地表を原点に，風下方向を x 軸，その直角方向を y 軸，鉛直

方向を z軸とする 

Q  ： 放出率（Bq/s） 

U  ： 放出源高さを代表する風速（m/s） 

  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

H  ： 放出源の有効高さ(m) 

y
  ： 濃度分布のｙ方向の拡がりのパラメータ（m） 

z
  ： 濃度分布のｚ方向の拡がりのパラメータ（m） 

このとき，有効高さと同じ高度（ Hz = ）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。被ばく評価地点は地

上（ 0=z ）であるため，地上放散が最も厳しい評価を与えることになる。 

b．5号機及び 6号機 

放出源は各建屋からの排気であり，放出位置は 5,6号機共用排気筒とする。排気筒から放出される放射性

物質の敷地周辺に及ぼす影響を評価するに当っては，敷地周辺の地形等の影響を考慮し表２．２．１－ ９

に示す放出源の有効高さを用いる。 

(4)放出を考慮する核種 

放射性物質の放出量は，原子炉建屋上部におけるサンプリング結果から想定しており，現時点では実際に

検出されている Cs-134及び Cs-137を評価対象とする。 

Cs-134及び Cs-137以外の核種には，検出限界未満であることが確認されている核種だけではなく，測定

自体ができていないものもあるが，評価結果に大きな影響は与えないものと考えている。これら評価対象と

しなかった核種の影響度合いについては，「2.2.1.8 Cs以外の核種の影響について」で詳しく述べる。 

(5)線量及び濃度計算地点 

線量の計算は，図２．２．１－１に示すとおり，1，2号機共用排気筒を中心として 16方位に分割した陸

側 9方位の敷地境界外について行う。ただし，これらの地点より大きな線量を受ける恐れのある地点が別に

陸側にある場合は，その地点も考慮する。 

1，2号機共用排気筒から各計算地点までの距離は，表２．２．１－１０に示す。 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算 

計算は連続放出とし，放出位置毎に行う。単位放出率あたりの地上における放射性物質濃度は，放射性物質

の減衰を無視すると（2-2-2）式となる。 

( )













−














−=

2

2

2

2

2
exp

2
exp

1
0,,

zyzy

Hy

U
yx


 ···························· （2-2-2）式 

計算地点における年間平均相対濃度  は，隣接方位からの寄与も考慮して以下のように計算する。 

 +−
++=

j
jL

j
jL

j
jL 11

  ·········································· （2-2-3）式 

ここで， 

j  ： 大気安定度（A～F） 

L  ： 計算地点を含む方位 

計算結果を表２．２．１－４に示す。これに「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」表２．１．３－１に示し

た推定放出量を乗じた結果を表２．２．１－５に示す。1～4 号機合計の濃度が最大となるのは，1，2 号機共

用排気筒の南方位約 1,340ｍの敷地境界で，それぞれ約 1.5×10-9Bq/cm3である。 

 

 

 

2.2.1.4 単位放出量あたりの実効線量の計算 

建屋から放出された放射性雲による計算地点における空気カーマ率は，（2-2-4）式により計算する。 

( ) '''',',')(
40 0 21

dzdydxzyxrB
r

e
EKD

r

en







=   
 

−


−

 ······················ （2-2-4）式 

ここで， 

D  ： 計算地点 )0,,( yx における空気カーマ率（μGy/ｈ） 

1
K  ： 空気カーマ率への換算係数














hBqMeV

Gymdis 3

 

E ： γ 線の実効エネルギ（MeV/dis） 

en
  ： 空気に対するγ 線の線エネルギ吸収係数（m-1） 

  ： 空気に対するγ 線の線減衰係数（m-1） 

r  ： 放射性雲中の点 )',','( zyx から計算地点 )0,,( yx までの距離（m） 

( )rB   ： 空気に対するγ 線の再生係数で，次式から求める。 

  

( ) ( ) ( ) ( )32

1 rrrrB  +++=  

ただし，
en

 ，，， ， については，0.5MeVのγ線に対する値を用い，

以下のとおりとする。 

en
 ＝3.84×10-3（m-1）   ＝1.05×10-2（m-1） 

＝1.000    ＝0.4492    ＝0.0038 

)',','( zyx  ： 放射性雲中の点 )',','( zyx における濃度（Bq/m3） 

計算地点における単位放出量当たりの年間の実効線量は，計算地点を含む方位及びその隣接方位に向かう放

射性雲のγ 線からの空気カーマを合計して，次の（2-2-5）式により計算する。 

( )
112 +−

++=
LLLoh

DDDffKH
  ······································ （2-2-5）式 

2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算 

計算は連続放出とし，放出位置毎に行う。単位放出率あたりの地上における放射性物質濃度は，放射性物質

の減衰を無視すると（2-2-6）式となる。 
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  ･･････････････････ （2-2-6）式 

計算地点における年間平均相対濃度  は，隣接方位からの寄与も考慮して以下のように計算する。 

 +−
++=

j
jL

j
jL

j
jL 11

  ･･･････････････････････････････････ （2-2-7）式 

ここで， 

j  ： 大気安定度（A～F） 

L  ： 計算地点を含む方位 

計算結果を表２．２．１－１１ に示す。これに「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」表２．１．３－１に

示した推定放出量を乗じた結果を表２．２．１－１２及び表２．２．１－１３に示す。1～4号機合計の濃度が

最大となるのは，1，2号機共用排気筒の南方位約 1,340ｍの敷地境界で，Cs-134が約 5.0×10-10Bq/cm3,Cs-137

が約 5.0×10-9Bq/cm3である。 

 

2.2.1.4 単位放出率あたりの実効線量の計算 

建屋から放出された放射性雲による計算地点における空気カーマ率は，（2-2-8）式により計算する。 

( ) '''',',')(
40 0 21

dzdydxzyxrB
r

e
EKD

r

en







=   
 

−


−

 ･･････････････････（2-2-8）式 

ここで， 

D  ： 計算地点 )0,,( yx における空気カーマ率（μGy/ｈ） 

1
K  ： 空気カーマ率への換算係数














hBqMeV

Gymdis 3

 

E  ： γ 線の実効エネルギ（MeV/dis） 

en
  ： 空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1） 

  ： 空気に対するγ線の線減衰係数（m-1） 

r  ： 放射性雲中の点 )',','( zyx から計算地点 )0,,( yx までの距離（m） 

( )rB   ： 空気に対するγ線の再生係数で，次式から求める。 

  

( ) ( ) ( ) ( )32

1 rrrrB  +++=  

ただし，
en

 ，，， ， については，0.5MeVのγ 線に対する値を用い，

以下のとおりとする。 

en
 ＝3.84×10-3（m-1）    ＝1.05×10-2（m-1） 

＝1.000    ＝0.4492    ＝0.0038 

)',','( zyx  ： 放射性雲中の点 )',','( zyx における濃度（Bq/m3） 

計算地点における単位放出量当たりの年間の実効線量は，計算地点を含む方位及びその隣接方位に向かう放

射性雲のγ線からの空気カーマを合計して，次の（2-2-9）式により計算する。 

( )
112 +−

++=
LLLoh

DDDffKH
  ･･････････････････････････････（2-2-9）式 

 

記載の適正化 
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に伴う最大濃度
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

ここで， 


H  ： 計算地点における実効線量（μSv/年） 

2
K  ： 空気カーマから実効線量への換算係数（μSv/μGy） 

h
f  ： 家屋の遮蔽係数 

o
f  ： 居住係数 

L
D ， 1−L

D ， 1+L
D  ： 計算地点を含む方位（Ｌ）及びその隣接方位に向かう放射性雲

による年間平均のγ線による空気カーマ（μGy/年）。これら

は，（2-2-4）式から得られる空気カーマ率 D を放出モード，

大気安定度別風向分布及び風速分布を考慮して年間について積

算して求める。 

  

計算結果を表２．２．１－６及び表２．２．１－７に示す。 

 

2.2.1.5 年間実効線量の計算 

(1)放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

放射性雲からの γ線に起因する実効線量は，「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」表２．１．３－１の推

定放出量に「2.2.1.4 単位放出量あたりの実効線量の計算」で求めた単位放出量あたりの実効線量を乗じ求

める。計算結果を表２．２．１－８及び表２．２．１－９に示す。 

計算の結果，放射性雲からのγ 線に起因する実効線量は南方向沿岸部で最大となり，年間約 2.0×10-6mSv

である。 

 

(2)地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

a.計算の方法 

評価は「一般公衆の線量評価」に基づき，以下の式で求める。 

( )

( ) dzddzfC
r

Be
E

g
KH

rr

en

A




 



−

=   −


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0

0

0
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0 24)1(

2211

 ···················· （2-2-6）式 

ただし， 

A
H  ： 年間実効線量(mSv/年) 

K  ： 





















mGy

mSv

yBqMeV

mGycmdis
8.01091.3

3

3  

  （0.8（mSv/mGy）は，空気カーマから実効線量への換算係数。） 

en
  ： 空気の γ線の線エネルギ吸収係数（1/cm） 

( )g−1  ： 制動放射による損失の補正 

E ： γ 線実効エネルギ（MeV/dis） 

0
C  ： 地表面附近の土壌における放射性物質濃度（Bq/cm3） 

B ： 空気，土壌の２層γ 線ビルドアップ係数（－） 

1
 ，

2
  

： 空気及び土壌の γ線線減衰係数(1/cm)，土壌は Alで代用，ただし，密度

は 1.5（g/cm3）とする。 
  

1
r ，

2
r ， r ， ， ， z  ： 図２．２．１－２に示す 

r  ： 土壌中の任意点 ( )z,, から被ばく点までの距離（cm） 

  ( ) ( )2
21

222 rrzhr +=+−=   

ここで， 


H  ： 計算地点における実効線量（μSv/年） 

2
K  ： 空気カーマから実効線量への換算係数（μSv/μGy） 

h
f  ： 家屋の遮蔽係数 

o
f  ： 居住係数 

L
D ， 1−L

D ， 1+L
D  ： 計算地点を含む方位（Ｌ）及びその隣接方位に向かう放射性

雲による年間平均のγ線による空気カーマ（μGy/年）。こ

れらは，（2-2-8）式から得られる空気カーマ率 D を放出モ

ード，大気安定度別風向分布及び風速分布を考慮して年間に

ついて積算して求める。 

  

計算結果を表２．２．１－１４及び表２．２．１－１５に示す。 

 

2.2.1.5 年間実効線量の計算 

(1)放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

放射性雲からの γ線に起因する実効線量は，「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」表２．１．３－１の推

定放出量に「2.2.1.4 単位放出率あたりの実効線量の計算」で求めた単位放出率あたりの実効線量を乗じ求

める。計算結果を表２．２．１－１６及び表２．２．１－１７に示す。 

計算の結果，放射性雲からのγ線に起因する実効線量は南方向沿岸部で最大となり，年間約 2.0×10-6mSv

である。 

 

(2)地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

a.計算の方法 

(a)実効線量 

地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は，（2-2-10）式で求める。 

 𝐻𝐴 = 𝐾(𝑆𝑑 + 𝑆𝑟)・8760・10 ･････････････････････････････ （2-2-10）式 

ただし， 

A
H  ： 年間実効線量(mSv/年) 

K  ： 外部被ばく実効線量換算係数(
𝑚𝑆𝑣/ℎ

𝑘𝐵𝑞/𝑚2
) 

𝑆𝑑 : 無降水期間における放射性物質の地表濃度（Bq/cm2） 

𝑆𝑟 ： 降水期間における放射性物質の地表濃度（Bq/cm2） 

8760 : 年間時間数への換算係数（h/年） 

   外部被ばく実効線量換算係数は，表２．２．１－１８に示すとおりである。 
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を反映すること

に伴う評価方法

の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

( )zf  ： 放射性物質の土壌中鉛直分布 

h  ： 被ばく点地上高（100cm） 

被ばく点が１ｍ程度であれば，これに寄与する放射性物質の範囲は，被ばく点から 10ｍ以内である。この

ため通常は
0

C =一定と考える。したがって，上記式は， 

( )

( ) dzdzf
r

eB
CE

g

K
H

rr

en

A


 





−

=  −


+−

0

0 20

2211

)1(2
 ·················· （2-2-7）式 

となる。 

 

b.空気及び土壌のビルドアップ係数（B） 

空気，土壌 2 層の γ 線ビルドアップ係数については，広く使用されているビルドアップ係数を使用す

る。 

1) MeVE 801.1  

( ) ( ) ( )Eg

r
E

rEB 
















−+=

801.1
ln214.08.01,  

2) MeVE 801.1  

( ) ( ) ( )Eg

rrEB  8.01, +=  

ここで， 

( )

2211

0005.1
19.0ln625.002395.044.1

rrr

E
EEg

 +=









+++=

 

 

c.放射性物質の土壌中鉛直分布 ( )( )zfCC
0

= について 

放射性物質の土壌中鉛直分布は，「一般公衆の線量評価」より，指数分布で近似できる。 

( )zCC exp
0

=  ····················································· （2-2-8）式 

ただし，深さ z の符号は下方を負とし，浸透係数（1/cm）は，0.33を使用する。 

地表面附近の土壌における放射性物質濃度は，大気と地面の接触による沈着（乾性沈着）と，降水による

放射性物質の降下（湿性沈着）を考慮して，（2-2-9）式により計算する。 

rd
CCC +=

0
 ······················································ （2-2-9）式 

ここで， 

0
C  ： 地表面付近の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

d
C  ： 無降水期間における地表面付近の濃度（Bq/cm3） 

r
C  ： 降水期間における地表面付近の濃度（Bq/cm3） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価方法の変更

に伴い削除 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

(ａ)無降水期間における沈着量 

無降水期間中は乾性沈着のみとなるため，（2-2-10）式～（2-2-12）式で表せる。 

( )


 d

dd

C
dzzCS ==  −

0

exp  ········································ （2-2-10）式 

( )  ( )
rr

r

gid
KT

f
VxS −−−= 1exp1

0

1 


 ······························· （2-2-11）式 

( )  ( )
rr

r

gid
KT

f
VxC −−−= 1exp1

0

1 


  ···························· （2-2-12）式 

ただし， 

i
x  ： 地上における年間平均濃度（Bq/cm3） 

g
V  ： 沈着速度（cm/s） 

r
  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

0
T  ： 放射性物質の放出期間 

1
f  ： 沈着した放射性物質のうち残存する割合（－） 

d
S  ： 放射性物質の地表濃度（Bq/cm2） 

r
K  ： 降水期間割合（－） 

ここで， g
V は 0.3cm/s，

0
T は 1 年，

1
f はフォールアウトの調査結果より平均値の 0.5 とした。なお，降水

期間割合（
r

K ）を 0とすれば，「一般公衆の線量評価」と同じ評価式となる。 

 

(ｂ)降水期間における沈着量 

降水期間中は，乾性沈着及び湿性沈着が重なるため，（2-2-13）式～（2-2-15）式で表せる。 

( )


 r

rr

C
dzzCS ==  −

0

exp  ········································ （2-2-13）式 

( ) ( ) 
rr

r

r

gir
KT

f
LVxS

0

1 exp1 


−−+=  ····························· （2-2-14）式 

( ) ( ) 
rr

r

r

gir
KT

f
LVxC

0

1 exp1 


 −−+=  ···························· （2-2-15）式 

ただし， 

i
x  ： 地上における年間平均濃度（Bq/cm3） 

g
V  ： 沈着速度（cm/s） 

 ： 降水による洗浄係数（1/s）で，以下の式により求める。 

  

5.04102.1 I= −  

ここで，降水強度 I （mm/h）は，気象データより，2.16mm/hとする。 

L  ： 空気中放射性物質濃度の鉛直方向積分値で， 

  


















−=

0 12

2

1

2
exp dz

z
L

zi


 

とし，風向別大気安定度別出現回数で平均化する。 

(b)地表沈着量 

無降水期間中及び降水期間中の地表面への放射性物質の沈着量は，下記のとおり求める。 

 

ⅰ．無降水期間における沈着量 

無降水期間中は乾性沈着のみとなるため，（2-2-11）式で表せる。 

（削除） 

 

   ( )  ( )
rr

r

gid
KT

f
VxS −−−= 1exp1

0

1 


 ･････････････････････････ （2-2-11）式 

（削除） 

 

ただし， 

i
x  ： 地上における年間平均濃度（Bq/cm3） 

g
V  ： 沈着速度（cm/s） 

r
  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

0
T  ： 放射性物質の放出期間（s） 

1
f  ： 沈着した放射性物質のうち残存する割合（－） 

（削除） 

r
K  ： 降水期間割合（－） 

ここで， g
V は 0.3cm/s，

0
T は 1年，

1
f はフォールアウトの調査結果より平均値の 0.5，

r
K は気象データよ

り 0.071とした。なお，降水期間割合（
r

K ）を 0とすれば，「一般公衆の線量評価」と同じ評価式となる。 

 

ⅱ．降水期間における沈着量 

降水期間中は，乾性沈着及び湿性沈着が重なるため，（2-2-12）式で表せる。 

 

 

･･･････ （2-2-12）式 

 

 

 

ただし， 

i
x  ： 地上における年間平均濃度（Bq/cm3） 

g
V  ： 沈着速度（cm/s） 

 ： 降水による洗浄係数（1/s）で，以下の式により求める。 

  

5.04102.1 I= −  

ここで，降水強度 I （mm/h）は，気象データより，2.18mm/h とする。 

Q ： 放射性物質の放出率(Bq/s) 

𝑥 : 放出点から計算地点までの距離(cm) 

1

𝑈𝑆
 : 大気安定度別の風速逆数の総和(s/cm) 

評価方法の変更

に伴う追加 

 

記載の適正化 

 

評価方法の変更

に伴う削除 

 

 

評価方法の変更

に伴う削除 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

評価方法の変更

に伴う削除 

 

気象条件の変更

に伴う降水期間

割合の変更 

 

記載の適正化 

 

評価方法の変更

に伴う評価式の

変更 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う降水強度

変更 

評価方法の変更

に伴うパラメー

タの変更 

  𝑆𝑟 = {𝜒𝑖𝑉𝑔 + 𝛬
Q

2𝜋𝑥 16⁄

1

𝑁𝑡
∑

1

𝑈𝒔

𝐹

𝑠=𝐴

}
𝑓1𝑟

𝜆𝑟
(1 − exp(−𝜆𝑟𝑇0))𝐾𝑟 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

   

r
  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

0
T  ： 放射性物質の放出期間 

r
f

1
 ： 沈着した放射性物質のうち残存する割合（－） 

  降水時は地表面に全て残存すると仮定し，1.0とする。 

r
S  ： 放射性物質の地表濃度（Bq/cm2） 

r
K  ： 降水期間割合（－） 

 

(c)計算結果 

i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約 1.5×10-9Bq/cm3を用い

る。計算の結果，地表に沈着した放射性物質からのγ線による実効線量は，Cs-134及び Cs-137の合計で

年間約 3.0×10-2mSvである。 

 

 

(3)吸入摂取による実効線量 

吸入摂取による実効線量は，「評価指針」に基づき，次の計算式を用いる。 

 =
i

IiIiI
AKH 365  ··················································· （2-2-16）式 

iaIi
xMA =  ························································· （2-2-17）式 

 

ここで， 

I
H  ： 吸入摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

365  ： 年間日数への換算係数（d/年） 

Ii
K  ： 核種ｉの吸入摂取による実効線量係数（μSv/Bq） 

Ii
A  ： 核種ｉの吸入による摂取率（Bq/d） 

a
M  ： 呼吸率（cm3/d） 

i
x  ： 核種ｉの年平均地上空気中濃度（Bq/cm3） 

i
x は「2.2.1.3単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約 1.5×10-9Bq/cm3を用いる。

その他に評価に必要なパラメータは，表２．２．１－１０及び表２．２．１－１１に示す。計算の結果，吸入

摂取による実効線量は，Cs-134及び Cs-137の合計で年間約 1.9×10-4mSv である。 

なお，吸入摂取の被ばく経路には地表に沈着した放射性物質の再浮遊に起因するものも存在するが，「一般

公衆の線量評価」の再浮遊係数（10-8cm-1）を用いると再浮遊濃度は約 6.0～7.0×10-10Bq/cm3程度であり，被ば

く評価全体への寄与は小さい。 

 

 

2.2.1.6 5 号機及び 6号機の寄与 

5号機は平成 23年 1月 3日，6号機は平成 22年 8月 14日に定期検査のため運転を停止しており，「評価指

針」において評価対象としている希ガス及びよう素は十分に減衰しているが，保守的に福島第一原子力発電所

原子炉設置変更許可申請書（6号原子炉施設の変更）（平成 22年 11月 12日付け，平成 19・04・19原第 18号

にて設置変更許可）添付書類九と同様の評価とする。 

これによると，希ガスのγ線による実効線量は 1，2号機共用排気筒の北方位で最大となり，年間約 4.4×10-

3mSv，放射性よう素に起因する実効線量は 1，2 号機共用排気筒の北北西方位で最大となり，年間約 1.7×10-

𝑁𝑡 : 1年間の総観測回数(8760) 

r
  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

0
T  ： 放射性物質の放出期間（s） 

r
f

1
 ： 沈着した放射性物質のうち残存する割合（－） 

  降水時は地表面に全て残存すると仮定し，1.0とする。 

   

r
K  ： 降水期間割合（－） 

 

b.計算結果 

i
x は「2.2.1.3単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度のCs-134約 5.0×10-10Bq/cm3，

Cs-137約 5.0×10-9Bq/cm3を用いる。計算の結果，地表に沈着した放射性物質からの γ線による実効線量

は，Cs-134 及び Cs-137の合計で年間約 7.2×10-3mSvである。 

 

 

(3)吸入摂取による実効線量 

吸入摂取による実効線量は，「評価指針」に基づき，次の計算式を用いる。 

 =
i

IiIiI
AKH 365  ･･････････････････････････････････････ （2-2-13）式 

iaIi
xMA =  ････････････････････････････････････････（2-2-14）式 

ここで， 

I
H  ： 吸入摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

365  ： 年間日数への換算係数（d/年） 

Ii
K  ： 核種ｉの吸入摂取による実効線量係数（μSv/Bq） 

Ii
A  ： 核種ｉの吸入による摂取率（Bq/d） 

a
M  ： 呼吸率（cm3/d） 

i
x  ： 核種ｉの年平均地上空気中濃度（Bq/cm3） 

i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の Cs-134 約 5.0×10-10Bq/cm3，

Cs-137約 5.0×10-9Bq/cm3を用いる。その他に評価に必要なパラメータは，表２．２．１－１９及び表２．２．

１－２０に示す。計算の結果，吸入摂取による実効線量は，Cs-134及び Cs-137の合計で年間約 1.7×10-3mSv

である。 

なお，吸入摂取の被ばく経路には地表に沈着した放射性物質の再浮遊に起因するものも存在するが，「一般

公衆の線量評価」の再浮遊係数（10-8cm-1）を用いると再浮遊濃度は Cs-134が約 2.7×10-11Bq/cm3 ，Cs-137が

約 3.2×10-10Bq/cm3程度であり，被ばく評価全体への寄与は小さい。 

 

2.2.1.6 5号機及び 6号機の寄与 

5 号機及び 6 号機は 2014 年 1 月 31 日に廃止後，1～4 号機の廃炉関連作業エリアに供されており，Cs-134

及び Cs-137を評価対象とする。 

「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」表２．１．３－２に示した推定放出量並びに 2.2.1.5に記載した実効

線量の計算方法により求めた放射性雲からの γ 線による実効線量，地表に沈着した放射性物質による実効線

量及び吸入摂取による実効線量は，1，2 号機共用排気筒の北方位で最大となり，それぞれ年間約 6.0×10-

9mSv，年間約 1.2×10-5mSv，年間約 1.0×10-6mSvである。 

評価方法の変更

に伴うパラメー

タの変更 

記載の適正化 

 

評価方法の変更

に伴うパラメー

タの削除 

記載の適正化 

評価方法等の変

更に伴う最大濃

度等の変更 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価条件の変更

に伴う最大濃度

等の変更 

 

評価条件の変更

に伴う再浮遊濃

度の変更 

 

 

評価方法等の変

更に伴う記載内

容の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

4mSv である。 

 

 

 

 

2.2.1.7 計算結果 

大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量は，最大で年間約 3.0×10-2mSvである。 

 

2.2.1.8 Cs以外の核種の影響について 

(1) γ線放出核種 

γ 線を放出する核種のうち，粒子状の放射性物質はダストサンプリングにより定期的に測定しており，Cs

以外の核種は測定限界未満となっていることから，現在の状態が維持されれば敷地周辺への影響は Cs に比

べて軽微である。 

一方，希ガスのようなガス状の放射性物質については，これまでの評価から，大気中に拡散する放射性物

質に起因する実効線量は，地表に沈着した放射性物質からの γ 線の外部被ばくが支配的であり，沈着しな

いガス状の放射性物質の寄与は小さいと考えられる。 

 

(2) β線及びα 線放出核種 

β 線及びα 線の放出核種で，γ線を放出しない又は微弱でゲルマニウム半導体検出器による核種分析が

できない核種は，現時点で直接分析ができていない。これらの核種は，地表に沈着した放射性物質からのγ

線は無視しうるが，特にα線を放出する核種は内部被ばくにおける実効線量換算係数がα線を放出しない

核種に比べて 100～1,000倍程度となる。 

Cs との比較可能な測定データとして表２．２．１－１４にグラウンド約西南西における土壌分析結果を示

す。表２．２．１－１４では，β線を放出する主要な核種である Srと，α線を放出する主要な核種である

Pu が分析されており，その量は Csに比べ，Srで 1/1,000程度，Puで 1/1,000,000程度である。この分析結

果から，線質による違いを無視しうるほどに放出量は小さく，Cs-134 及び Cs-137 に比べ，線量への寄与は

小さいと考えられる。 

 

2.2.1.9 食物摂取による実効線量の計算 

2.2.1.9.1 葉菜摂取による実効線量 

葉菜摂取による実効線量は，評価対象核種が Cs-134及び Cs-137の長寿命核種であることから，沈着分から

の間接移行経路を考慮した「一般公衆の線量評価」に基づき，次の計算式を用いる。 

 =
i

ViTiV
AKH 365  ················································ （2-2-18）式 
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 ····················· （2-2-19）式 

ここで， 

V
H  ： 葉菜摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

365  ： 年間日数への換算係数（d/年） 

Ti
K  ： 核種 iの経口摂取による実効線量換算係数（μSv/Bq） 

上記の線量評価に用いた推定放出量は「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指

針」（平成 13 年 3 月 29 日原子力安全委員会）に記載された粒子状物質の測定下限濃度（4×10-9Bq/cm3）に安

全係数（10）を乗じ Cs-137 濃度としているが，実際の放出実績は検出下限値以下であり，5 号機及び 6 号機

からの追加的放出による敷地境界線量への寄与は極めて小さいと評価している。 

 

2.2.1.7 計算結果 

大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量は，最大で年間約 8.8×10-3mSvである。 

 

2.2.1.8 Cs以外の核種の影響について 

(1) γ線放出核種 

γ 線を放出する核種のうち，粒子状の放射性物質はダストサンプリングにより定期的に測定しており，

Cs以外の核種は測定限界未満となっていることから，現在の状態が維持されれば敷地周辺への影響は Csに

比べて軽微である。 

一方，希ガスのようなガス状の放射性物質については，これまでの評価から，大気中に拡散する放射性物

質に起因する実効線量は，地表に沈着した放射性物質からの γ 線の外部被ばくが支配的であり，沈着しな

いガス状の放射性物質の寄与は小さいと考えられる。 

 

(2) β線及びα 線放出核種 

β 線及び α 線の放出核種で，γ 線を放出しない又は微弱でゲルマニウム半導体検出器による核種分析

ができない核種は，現時点で直接分析ができていない。これらの核種は，地表に沈着した放射性物質からの

γ 線は無視しうるが，特に α 線を放出する核種は内部被ばくにおける実効線量換算係数が α 線を放出し

ない核種に比べて 100～1,000倍程度となる。 

Cs との比較可能な測定データとして表２．２．１－２３にグラウンド約西南西における土壌分析結果を

示す。表２．２．１－２３ では，β 線を放出する主要な核種である Sr と，α 線を放出する主要な核種で

ある Pu が分析されており，その量は Csに比べ，Sr で 1/1,000 程度，Puで 1/1,000,000 程度である。この

分析結果から，線質による違いを無視しうるほどに放出量は小さく，Cs-134及び Cs-137に比べ，線量への

寄与は小さいと考えられる。 

 

2.2.1.9 食物摂取による実効線量の計算 

2.2.1.9.1 葉菜摂取による実効線量 

葉菜摂取による実効線量は，評価対象核種が Cs-134及び Cs-137の長寿命核種であることから，沈着分から

の間接移行経路を考慮した「一般公衆の線量評価」に基づき，次の計算式を用いる。 

 =
i

ViTiV
AKH 365  ････････････････････････････････････････（2-2-15）式 
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 ･･･････････････ （2-2-16）式 

ここで， 

V
H  ： 葉菜摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

365 ： 年間日数への換算係数（d/年） 

Ti
K  ： 核種 iの経口摂取による実効線量係数（μSv/Bq） 

評価方法等の変

更に伴う記載内

容の変更 

 

 

 

評価方法等の変

更に伴う実効線

量の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

10 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

Vi
A  ： 核種 iの葉菜による摂取率（Bq/d） 

g
V  ： 葉菜への沈着速度(cm/s) 

effi
  ： 核種 iの葉菜上実効崩壊定数(1/s) 

  Wrieffi
 +=  

ri
  ： 核種 iの物理的崩壊定数（1/s） 

W
  ： ウェザリング効果による減少係数（1/s） 

  ： 葉菜の栽培密度（g/cm2） 

1
t  ： 葉菜の栽培期間（s） 

g
V   ： 葉菜を含む土壌への核種の沈着速度（cm/s） 

V
P  ： 経口移行に寄与する土壌の有効密度（g/cm2） 

Vi
B  ： 土壌 1g 中に含まれる核種 iが葉菜に移行する割合 

0
t  ： 核種の蓄積期間（s） 

t
f  ： 葉菜の栽培期間年間比 

d
f  ： 調理前洗浄による核種の残留比 

V
M  ： 葉菜摂取量（g/d） 

評価に必要なパラメータは，表２．２．１－１１～表２．２．１－１３に示す。 

i
x は「2.2.1.3単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約 1.5×10-9Bq/cm3を用いて計

算した結果，葉菜摂取による実効線量は最大で年間約 6.1×10-3mSvである。 

 

 

2.2.1.9.2 牛乳摂取による実効線量 

牛乳摂取による実効線量は，評価対象核種が Cs-134及び Cs-137の長寿命核種であることから，沈着分から

の間接移行経路を考慮した「一般公衆の線量評価」に基づき，次の計算式を用いる。 

 =
i

MiTiM
AKH 365  ················································ （2-2.1-20）式 
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 ·············· （2-2.1-21）式 

 

ここで， 

M
H  ： 牛乳摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

Mi
A  ： 核種 iの牛乳による摂取率（Bq/d） 

gM
V  ： 牧草への沈着速度(cm/s) 

effi
  ： 核種 iの牧草上実効減衰定数(1/s) 

  Wrieffi
 +=  

ri
  ： 核種 iの物理的崩壊定数（1/s） 

W
  ： ウェザリング効果による減少係数（1/s） 

M
  ： 牧草の栽培密度（g/cm2） 

M
t

1
 ： 牧草の栽培期間（s） 

gM
V   ： 牧草を含む土壌への核種の沈着速度（cm/s） 

Vi
A  ： 核種 iの葉菜による摂取率（Bq/d） 

g
V  ： 葉菜への沈着速度(cm/s) 

effi
  ： 核種 iの葉菜上実効崩壊定数(1/s) 

  Wrieffi
 +=  

ri
  ： 核種 iの物理的崩壊定数（1/s） 

W
  ： ウェザリング効果による減少係数（1/s） 

  ： 葉菜の栽培密度（g/cm2） 

1
t  ： 葉菜の栽培期間（s） 

g
V   ： 葉菜を含む土壌への核種の沈着速度（cm/s） 

V
P  ： 経根移行に寄与する土壌の有効密度（g/cm2） 

Vi
B  ： 土壌 1g中に含まれる核種 iが葉菜に移行する割合（－） 

0
t  ： 核種の蓄積期間（s） 

t
f  ： 葉菜の栽培期間年間比（－） 

d
f  ： 調理前洗浄による核種の残留比（－） 

V
M  ： 葉菜摂取量（g/d） 

評価に必要なパラメータは，表２．２．１－２０～表２．２．１－２２に示す。 

i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の Cs-134 約 5.0×10-10Bq/cm3，

Cs-137約 5.0×10-9Bq/cm3を用いて計算した結果，葉菜摂取による実効線量は最大で年間約 9.8×10-3mSvであ

る。 

 

2.2.1.9.2 牛乳摂取による実効線量 

牛乳摂取による実効線量は，評価対象核種が Cs-134及び Cs-137の長寿命核種であることから，沈着分から

の間接移行経路を考慮した「一般公衆の線量評価」に基づき，次の計算式を用いる。 

 =
i

MiTiM
AKH 365  ････････････････････････････････････････（2-2.1-17）式 
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 ････････ （2-2.1-18）式 

ここで， 

M
H  ： 牛乳摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

Mi
A  ： 核種 iの牛乳による摂取率（Bq/d） 

gM
V  ： 牧草への沈着速度(cm/s) 

effi
  ： 核種 iの牧草上実効減衰定数(1/s) 

  Wrieffi
 +=  

ri
  ： 核種 iの物理的崩壊定数（1/s） 

W
  ： ウェザリング効果による減少係数（1/s） 

M
  ： 牧草の栽培密度（g/cm2） 

M
t

1
 ： 牧草の栽培期間（s） 

gM
V   ： 牧草を含む土壌への核種の沈着速度（cm/s） 

   

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

評価条件の変更

に 伴 う 最 大 濃

度、実効線量の

変更 

 

 

 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

   

V
P  ： 経口移行に寄与する土壌の有効密度（g/cm2） 

Vi
B  ： 土壌 1g 中に含まれる核種 iが牧草に移行する割合 

0
t  ： 核種の蓄積期間（s） 

t
f  ： 放牧期間年間比 

f
Q  ： 乳牛の牧草摂取量（g/d） 

Mi
F  ： 乳牛が摂取した核種 iが牛乳に移行する割合（(Bq/cm3)/(Bq/d)） 

M
M  ： 牛乳摂取量（cm3/d） 

評価に必要なパラメータは，表２．２．１－１１～表２．２．１－１３に示す。 

i
x は「2.2.1.3単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約 1.5×10-9Bq/cm3を用いて計

算した結果，牛乳摂取による実効線量は最大で年間約 9.9×10-3mSvである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

V
P  ： 経根移行に寄与する土壌の有効密度（g/cm2） 

Vi
B  ： 土壌 1g中に含まれる核種 iが牧草に移行する割合（－） 

0
t  ： 核種の蓄積期間（s） 

t
f  ： 放牧期間年間比（－） 

f
Q  ： 乳牛の牧草摂取量（g/d） 

Mi
F  ： 乳牛が摂取した核種 iが牛乳に移行する割合（(Bq/cm3)/(Bq/d)） 

M
M  ： 牛乳摂取量（cm3/d） 

評価に必要なパラメータは，表２．２．１－２０～表２．２．１－２２に示す。 

i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の Cs-134 約 5.0×10-10Bq/cm3，

Cs-137約 5.0×10-9Bq/cm3を用いて計算した結果，牛乳摂取による実効線量は最大で年間約 1.6×10-2mSvであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

評価条件の変更

に 伴 う 最 大 濃

度、実効線量の

変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

図２．２．１－１ 被ばく線量計算地点（敷地境界） 

 

 

 

 

図２．２．１－２ 沈着評価モデル 

 

図２．２．１－１ 被ばく線量計算地点（敷地境界） 

 

 

 

＜削除＞ 

 

 

 

周辺監視区域の

変更を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価方法の変更

に伴い削除 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表２．２．１－１ 風向分布に対する棄却検定表 

 

 

 

 

表２．２．１－２ 風速分布に対する棄却検定表 

 

 

 

 

 

表２．２．１－１ 風向分布に対する棄却検定表 

 

 

 

表２．２．１－２ 風速分布に対する棄却検定表 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う棄却検定

表の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－３ 風向別大気安定度別風速逆数の総和 

 

 

表２．２．１－４ 風向別大気安定度別風速逆数の平均及び風向別風速逆数の平均 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う追加 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－５ 風向出現頻度及び風速 0.5～2.0m/s 風向出現頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う追加 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－６ 風向別大気安定度別風速逆数の総和 

 

 

表２．２．１－７ 風向別大気安定度別風速逆数の平均及び風向別風速逆数の平均 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う追加 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－８ 風向出現頻度及び風速 0.5～2.0m/s 風向出現頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

18 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－３ 1，2 号機共用排気筒から敷地境界までの距離 

 

 

表２．２．１－９ 放出源の有効高さ 

 

 

 

表２．２．１－１０ 1，2 号機共用排気筒から敷地境界までの距離 

 

 

評価条件の変更

に伴い 5・6 号機

の放出源の有効

高さを追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

19 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表２．２．１－４ 単位放出率あたりの年間平均濃度（(Bq/cm3)/(Bq/s)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－１１ 単位放出率あたりの年間平均濃度（(Bq/cm3)/(Bq/s)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う単位放出

率あたりの年間

平均濃度の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表２．２．１－５ Cs-134 及び Cs-137 の年間平均濃度(Bq/cm3) 

 

 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－１２  Cs-134の年間平均濃度(Bq/cm3) 

 

 

 

表２．２．１－１３ Cs-137 の年間平均濃度(Bq/cm3) 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

評価条件の変更

に伴う年間平均

濃度の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価条件の変更

に伴う年間平均

濃度の追加 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

21 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表２．２．１－６ Cs-134 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

 

 

 

 

表２．２．１－７ Cs-137 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－１４ Cs-134 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

 

 

 

 

表２．２．１－１５ Cs-137 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う単位放出

率あたりの実効

線量の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う単位放出

率あたりの実効

線量の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

22 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表２．２．１－８ Cs-134 の放射性雲からのγ線に起因する実効線量（μSv/年） 

 

 

 

表２．２．１－９ Cs-137 の放射性雲からのγ線に起因する実効線量（μSv/年） 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－１６ Cs-134 の放射性雲からのγ線に起因する実効線量（μSv/年） 

 

 

 

表２．２．１－１７ Cs-137 の放射性雲からのγ線に起因する実効線量（μSv/年） 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

評価条件の変更

に伴う実効線量

の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

評価条件の変更

に伴う実効線量

の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

表２．２．１－１０ 吸入摂取の評価パラメータ[1] 

 

 

表２．２．１－１１ 実効線量換算係数[2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．１－１８ 外部被ばく実効線量換算係数[1] 

 

 

表２．２．１－１９ 吸入摂取の評価パラメータ[2] 

 

 

表２．２．１－２０ 実効線量係数[3] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価方法の変更

に伴う追加 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

評価方法の変更

（パラメータ統

一）に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表２．２．１－１２ 葉菜及び牛乳摂取の評価パラメータ 

 

 

 

 

表２．２．１－１３ 葉菜及び牛乳摂取の評価パラメータ[4] 

 

 

 

 

表２．２．１－２１ 葉菜及び牛乳摂取の評価パラメータ 

 

 

 

 

表２．２．１－２２ 葉菜及び牛乳摂取の評価パラメータ[5] 

 

 

 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（出典） 

（現行記載なし） 

 

[1] 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針 平成 13 年 3 月 29 日，原子力安全委員会一

部改訂 

[2] 東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要な事項

を定める告示（平成 25 年 4 月 12 日原子力規制委員会告示第三号） 

（現行記載なし） 

 

[3] 発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について 平成 13 年 3 月 29 日，原子力

安全委員会一部改訂 

[4] U.S.NRC :Calculation of Annual Doses to Man from Routine Releases of Reactor Effluents for the 

Purpose of Evaluating Compliance with 10 CFR Part 50,Appendix I, Regulatory Guide 1.109, Revision 

1,1977 

 

 

表２．２．１－１４ 土壌分析結果 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

（出典） 

[1] IAEA-TECDOC-1162:Generic procedures for assessment and response during a radiological 

emergency,2000 

[2] 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針 平成 13年 3月 29日，原子力安全委員会一

部改訂 

（削除） 

 

[3] ICRP Publication 72:Age-dependent Doses to Members of the Public from Intake of 

Radionuclides;Part 5 Complitation of Ingestion and Inhalation Dose Coefficients,1996 

[4] 発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について 平成 13年 3月 29日，原子力

安全委員会一部改訂 

[5] U.S.NRC :Calculation of Annual Doses to Man from Routine Releases of Reactor Effluents for the 

Purpose of Evaluating Compliance with 10 CFR Part 50,Appendix I, Regulatory Guide 1.109, 

Revision 1,1977 

 

 

表２．２．１－２３ 土壌分析結果 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

評価方法の変更

（パラメータ統

一）に伴う出典

の追加、削除 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

（ 書 体 の 適 正

化） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 3編 2.2線量評価） 

26 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 

（中略） 

 

図２．２．２－２ 敷地境界線上の最大実効線量評価地点 

 

 

 

（中略） 

2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 

（中略） 

 

図２．２．２－２ 敷地境界線上の最大実効線量評価地点 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

気体の線量評価

の変更に伴い線

量評価値を削除 

（気体による敷

地境界の最大線

量は、南方位の地

表沈着と吸入摂

取による線量と

南方向沿岸部の

放射性雲による

線量の合計であ

り、厳密には南方

位の気体最大評

価地点とは値が

異なるため） 

 

 

 

大型機器除染設備 

分析・研究施設第１棟 

雑固体廃棄物焼却設備 

キャスク仮保管設備 

伐採木一時保管エリア 

瓦礫類一時保管エリア 

Ｏ 

Ｇ 

Ｈ 

気体最大評価地点＊ 

吸着塔 

タンク類 

タンク類 

タンク類 

最大実効線量評価地点 

（標高T.P.約32m） 

多核種除去設備 

増設多核種除去設備 

ｄ 

Ｗ 

Ｘ 

高性能多核種 
除去設備 

吸着塔 

Ｖ Ｕ 

Ｎ 

Ｊ 

固体廃棄物貯蔵庫 

Ｍ 

Ｆ１Ｆ２ 

ＡＡ 

Ｂ 
Ｌ 

Ａ１ 
Ａ２ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｐ２ 

Ｐ１ 

Ｅ１ 
Ｅ２ 

増設雑固体廃棄物焼却設備 

Ｔ 

油処理装置 

油処理装置 

吸着塔 

減容処理設備 

ｅ 

大型機器除染設備 

ｎ 

ｍ 

ＢＢ 

 

ＣＣ 

ｋ 

ｌ 

ＤＤ１ 

 ＥＥ２ 

 

ＥＥ１ 

 

ＤＤ２ 

 

固体廃棄物貯蔵庫 

 

＊：1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は極めて 

少ないと考えられるため，1～4 号機原子炉建屋からの放出量により評価 

＊：1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は極めて 

少ないと考えられるため，1～4 号機原子炉建屋からの放出量により評価 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.4 線量評価のまとめ 

 現状の設備の運用により，気体廃棄物放出分で約 0.03mSv/年，敷地内各施設からの直接線及びスカイシャイ

ン線の線量分で約 0.55mSv/年，放射性液体廃棄物等の排水分で約 0.22mSv/年，構内散水した堰内雨水の処理

済水の H-3 を吸入摂取した場合の敷地境界の実効線量は約 3.3×10-2mSv/年，構内散水した５・６号機滞留水

の処理済水の地表に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は約 4.6×10-2mSv/年となり合計約

0.88mSv/年となる注）。 

 

注）四捨五入した数値を記載しているため，合算値が合計と合わない場合がある。 

 

2.2.4 線量評価のまとめ 

 現状の設備の運用により，気体廃棄物放出分で約 0.0088mSv/年，敷地内各施設からの直接線及びスカイシ

ャイン線の線量分で約 0.55mSv/年，放射性液体廃棄物等の排水分で約 0.22mSv/年，構内散水した堰内雨水の

処理済水の H-3を吸入摂取した場合の敷地境界の実効線量は約 3.3×10-2mSv／年，構内散水した５・６号機滞

留水の処理済水の地表に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は約 4.6×10-2mSv／年となり合

計約 0.86mSv/年となる注）。 

 

注）四捨五入した数値を記載しているため，合算値が合計と合わない場合がある。 

 

 

評価方法等の変

更に伴う評価値

の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章燃料デブリの取り出し・廃炉） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－４ 

 

原子炉格納容器バウンダリ施工箇所開放時の影響評価に関する説明資料 

 

1 目的 

新設の温度計の設置等に伴い事故後に施工した原子炉格納容器（以下，PCVと言う）の貫通部等が開放

し，PCV内の核分裂生成物を含む気体（以下 PCVガスと言う）が環境中に放出された場合の周辺の公衆に

対する放射線被ばくの影響評価を行う。 

 

2 放出量評価 

(1) PCV 圧力は，現状では 10 kPa 程度の正圧となっているため，施工箇所の損傷によって大気に開放された

場合，差圧分の PCVガスが原子炉建屋内に放出されるものと想定される。また，本評価では原子炉格納容

器ガス管理設備の放射性物資の放出抑制機能を期待しないこととし，上記差圧分の放出に加え，開放した

PCV貫通部を閉じるまでの間，窒素封入量相当の PCVガスの放出が継続するものとする。なお，現在施工

を終えている設備の貫通部においては，施工時に PCV内の水位が低く液体の放出がないことを確認してい

るため，本評価では気体のみの放出とする。 

 

(2) 差圧分の放出容積は，20kPa程度に相当する容積として，PCV容積（4240 m3：1号機よりも容積の大きい

2,3号機の値（ベント管含む）。PCV空間部容積は，PCV下部に蓄積している液相体積を差し引く必要があ

るが，ここでは保守的に液相がないものとして放出容積を評価。)の２割（848m3）とする。また，窒素封

入量は今後必要な封入量が減少していくことから，過去の封入量の最大値を包絡するよう，保守的に

50m3/hとし，施工箇所の PCV貫通部を再度閉じる作業に３日間程度要すると考え，窒素封入量相当の PCV

ガスの放出継続時間は 72時間とする。 

 

(3) 評価対象核種は支配的核種であるセシウム 134とセシウム 137とし，PCV内における濃度は，平成 25年 4

月～5月頃に実施した，１～３号機 PCVガス管理設備（HEPAフィルタ入口側）の気体（粒子状フィルタ，

チャコールフィルタ）および凝縮水（マリネリ瓶）のサンプリング結果より，実績の最大値を包絡するよ

う，以下の通りとする。 

 

 PCVガス中の放射能濃度 

セシウム 134 2.0×10-3 Bq/cm3 

セシウム 137 2.0×10-3 Bq/cm3 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－４ 

 

原子炉格納容器バウンダリ施工箇所開放時の影響評価に関する説明資料 

 

1 目的 

新設の温度計の設置等に伴い事故後に施工した原子炉格納容器（以下 PCV という）の貫通部等が開放

し，PCV内の核分裂生成物を含む気体（以下 PCVガスという）が環境中に放出された場合の周辺の公衆に

対する放射線被ばくの影響評価を行う。 

 

2 放出量評価 

(1) PCV 圧力は，現状では 10 kPa 程度の正圧となっているため，施工箇所の損傷によって大気に開放された

場合，差圧分の PCVガスが原子炉建屋内に放出されるものと想定される。また，本評価では原子炉格納容

器ガス管理設備の放射性物質の放出抑制機能を期待しないこととし，上記差圧分の放出に加え，開放した

PCV貫通部を閉じるまでの間，窒素封入量相当の PCVガスの放出が継続するものとする。なお，現在施工

を終えている設備の貫通部においては，施工時に PCV 内の水位が低く液体の放出がないことを確認して

いるため，本評価では気体のみの放出とする。 

 

(2) 差圧分の放出容積は，20kPa程度に相当する容積として，PCV容積（4240 m3：1号機よりも容積の大きい

2,3号機の値（ベント管含む）。PCV空間部容積は，PCV下部に蓄積している液相体積を差し引く必要があ

るが，ここでは保守的に液相がないものとして放出容積を評価。)の２割（848m3）とする。また，窒素封

入量は今後必要な封入量が減少していくことから，過去の封入量の最大値を包絡するよう，保守的に

50m3/hとし，施工箇所の PCV貫通部を再度閉じる作業に３日間程度要すると考え，窒素封入量相当の PCV

ガスの放出継続時間は 72時間とする。 

 

(3) 評価対象核種は支配的核種であるセシウム 134 とセシウム 137 とし，PCV 内における濃度は，平成 25 年

4 月～5 月頃に実施した，１～３号機 PCV ガス管理設備（HEPA フィルタ入口側）の気体（粒子状フィル

タ，チャコールフィルタ）及び凝縮水（マリネリ瓶）のサンプリング結果より，実績の最大値を包絡する

よう，以下のとおりとする。 

 

 PCVガス中の放射能濃度 

セシウム 134 2.0×10-3 Bq/cm3 

セシウム 137 2.0×10-3 Bq/cm3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章燃料デブリの取り出し・廃炉） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

3 線量影響評価 

(1) 大気中へ放出される核分裂生成物は，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する，放

射線被ばくの影響を年間の実効線量を用いて評価する。 

 

(2) 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムからの外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

(3) 放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E   ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ    ：セシウムの大気放出量[Bq] 

 

(4) 放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく線量換算係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

(5) 地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住し

続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

(6) 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる

式を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊について

は保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG   ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部 

被ばくの実効線量[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

3 線量影響評価 

(1) 大気中へ放出される核分裂生成物は，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する放射

線被ばくの影響を年間の実効線量を用いて評価する。 

 

(2) 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムによる外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

(3) 放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E   ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ    ：セシウムの大気放出量[Bq] 

 

(4) 放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく実効線量係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

(5) 地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居

住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく実効線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

(6) 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式

を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については

保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG  ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量

[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章燃料デブリの取り出し・廃炉） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

(7) 相対濃度と相対線量については，本事象では核分裂生成物は主排気筒より放出されないことから，地上放

散を想定し，下表の値を用いる。 

 

 敷地境界 

相対濃度[s/m3] 2.6×10-5 

相対線量[Gy/Bq] 3.0×10-19 

 

 

4 評価結果 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

セシウム 134放出量 約 8.9×106 Bq 

セシウム 137放出量 約 8.9×106 Bq 

年間の実効線量 約 1.6×10-4 mSv 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 相対濃度と相対線量については，「Ⅱ 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料 5別紙 1」に記載

される下表の値を用いる。 

 

 敷地境界 

相対濃度[s/m3] 8.1×10-5 

相対線量[Gy/Bq] 7.3×10-19 

 

 

4 評価結果 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

セシウム 134放出量 約 8.9×106 Bq 

セシウム 137放出量 約 8.9×106 Bq 

年間の実効線量 約 4.9×10-4 mSv 

 

以上 

 

 

気象条件の変更

に伴う相対濃度

等の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－６ 

 

１号機原子炉格納容器内部詳細調査について 

＜中略＞ 

別添－６ 

 

１号機原子炉格納容器内部詳細調査 原子炉格納容器バウンダリ施工箇所開放時の 

影響評価に関する説明資料 

 

1 目的 

1 号機原子炉格納容器内部詳細調査に伴い，事故後に施工した原子炉格納容器（以下，PCV と言う）の

貫通部等が開放し，PCV内の核分裂生成物を含む気体（以下 PCVガスと言う）が環境中に放出された場合

の周辺の公衆に対する放射線被ばくの影響評価を行う。 

 

2 放出量評価 

 PCV圧力は，現状では 10kPa以下の正圧となっているため，施工箇所の損傷によって大気に開放された場

合，差圧分の PCVガスが原子炉建屋内に放出されるものと想定される。また，本評価では原子炉格納容器

ガス管理設備の放射性物質の放出抑制機能を期待しないこととし，上記差圧分の放出に加え，開放した PCV

貫通部を閉じるまでの間，窒素封入量相当の PCVガスの放出が継続するものとする。なお，施工箇所より

PCV内の水位が低いことを確認しているため，本評価では気体のみの放出とする。 

 

 差圧分の放出容積は，10kPa程度に相当する容積として，PCV容積（3410 m3（ベント管含む）。PCV空間部

容積は，PCV下部に蓄積している液相体積を差し引く必要があるが，ここでは保守的に液相がないものと

して放出容積を評価)の 1割（341m3）とする。また，平成 30年 7月時点での原子炉格納容器内窒素封入設

備からの窒素封入量は 50m3/h 以下であるため，窒素封入量相当を 50m3/h とし，施工箇所の PCV 貫通部を

再度閉じる作業に 3日間程度要すると考え，窒素封入量相当の PCVガスの放出継続時間は 72時間とする。 

 

 評価対象核種は支配的核種であるセシウム 134 とセシウム 137 とし，PCV 内における濃度は，１号機 PCV

ガス管理設備（HEPAフィルタ入口側）の気体（粒子状フィルタ，チャコールフィルタ）および凝縮水（マ

リネリ瓶）のサンプリング結果より，以下の通りとする。 

 

 PCVガス中の放射能濃度 

セシウム 134 1.5×10-4 Bq/cm3 

セシウム 137 1.0×10-3 Bq/cm3 

 

 

 

 

 

 

添付資料－６ 

 

１号機原子炉格納容器内部詳細調査について 

＜中略＞ 

別添－６ 

 

１号機原子炉格納容器内部詳細調査 原子炉格納容器バウンダリ施工箇所開放時の 

影響評価に関する説明資料 

 

1 目的 

1号機原子炉格納容器内部詳細調査に伴い，事故後に施工した原子炉格納容器（以下 PCVという）の貫

通部等が開放し，PCV内の核分裂生成物を含む気体（以下 PCVガスという）が環境中に放出された場合の

周辺の公衆に対する放射線被ばくの影響評価を行う。 

 

2 放出量評価 

 PCV 圧力は，現状では 10kPa 以下の正圧となっているため，施工箇所の損傷によって大気に開放された場

合，差圧分の PCVガスが原子炉建屋内に放出されるものと想定される。また，本評価では原子炉格納容器

ガス管理設備の放射性物質の放出抑制機能を期待しないこととし，上記差圧分の放出に加え，開放した PCV

貫通部を閉じるまでの間，窒素封入量相当の PCVガスの放出が継続するものとする。なお，施工箇所より

PCV内の水位が低いことを確認しているため，本評価では気体のみの放出とする。 

 

 差圧分の放出容積は，10kPa程度に相当する容積として，PCV容積（3410 m3（ベント管含む）。PCV空間部

容積は，PCV下部に蓄積している液相体積を差し引く必要があるが，ここでは保守的に液相がないものと

して放出容積を評価)の 1割（341m3）とする。また，平成 30年 7月時点での原子炉格納容器内窒素封入設

備からの窒素封入量は 50m3/h 以下であるため，窒素封入量相当を 50m3/h とし，施工箇所の PCV 貫通部を

再度閉じる作業に 3日間程度要すると考え，窒素封入量相当の PCVガスの放出継続時間は 72時間とする。 

 

 評価対象核種は支配的核種であるセシウム 134 とセシウム 137 とし，PCV 内における濃度は，１号機 PCV

ガス管理設備（HEPAフィルタ入口側）の気体（粒子状フィルタ，チャコールフィルタ）及び凝縮水（マリ

ネリ瓶）のサンプリング結果より，以下のとおりとする。 

 

 PCVガス中の放射能濃度 

セシウム 134 1.5×10-4 Bq/cm3 

セシウム 137 1.0×10-3 Bq/cm3 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

3 線量影響評価 

 大気中へ放出される核分裂生成物は，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する，放

射線被ばくの影響を年間の実効線量を用いて評価する。 

 

 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムからの外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

 放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E   ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ    ：セシウムの大気放出量[Bq] 

 

 放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく線量換算係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

 地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住し続

ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる

式を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊について

は保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG  ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部 

被ばくの実効線量[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

3 線量影響評価 

 大気中へ放出される核分裂生成物は，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する放射

線被ばくの影響を年間の実効線量を用いて評価する。 

 

 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムによる外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

 放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E   ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ    ：セシウムの大気放出量[Bq] 

 

 放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく実効線量係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

 地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住

し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく実効線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式

を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については

保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG  ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量

[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 相対濃度と相対線量については，本事象では核分裂生成物は主排気筒より放出されないことから，地上放

散を想定し，下表の値を用いる。 

 

 敷地境界 

相対濃度[s/m3] 1.9×10-5 

相対線量[Gy/Bq] 2.5×10-19 

 

4 評価結果 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

セシウム 134放出量 約 6.0×105 Bq 

セシウム 137放出量 約 4.0×106 Bq 

年間の実効線量 約 2.0×10-5 mSv 

 

以上 

 

 

 相対濃度と相対線量については，「Ⅱ 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料 5別紙 1」に記載

される下表の値を用いる。 

 

 敷地境界 

相対濃度[s/m3] 6.0×10-5 

相対線量[Gy/Bq] 6.1×10-19 

 

4 評価結果 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

セシウム 134放出量 約 6.0×105 Bq 

セシウム 137放出量 約 4.0×106 Bq 

年間の実効線量 約 6.5×10-5 mSv 

 

以上 

 

 

気象条件の変更

に伴う相対濃度

等の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－７ 

 

内部調査及び試験的取り出し作業のうち 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査について 

（中略） 

別添－8 

 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査 原子炉格納容器バウンダリ施工箇所開放時の 

影響評価に関する説明資料 

 

1 目的 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査に伴い，事故後に施工した原子炉格納容器（以下，PCVと言う）の

貫通部等が開放し，PCV 内の核分裂生成物を含む気体（以下，PCV ガスと言う）が環境中に放出された場

合の周辺の公衆に対する放射線被ばくの影響評価を行う。 

 

2 放出量評価 

 PCV圧力は，現状では 10kPa未満の正圧となっているため，施工箇所の損傷によって大気に開放された場

合，差圧分の PCVガスが原子炉建屋内に放出されるものと想定される。また，本評価では原子炉格納容器

ガス管理設備の放射性物質の放出抑制機能を期待しないこととし，上記差圧分の放出に加え，開放した

PCV貫通部を閉じるまでの間，窒素封入量相当の PCVガスの放出が継続するものとする。なお，施工箇所

より PCV内の水位が低いことを確認しているため，本評価では気体のみの放出とする。 

 

 差圧分の放出容積は，10kPa程度に相当する容積として，PCV容積（4240 m3（ベント管含む）。PCV空間部

容積は，PCV下部に蓄積している液相体積を差し引く必要があるが，ここでは保守的に液相がないものと

して放出容積を評価)の 1割（424m3）とする。また，2018年 7月時点での原子炉格納容器内窒素封入設備

からの窒素封入量は 20m3/h以下で，調査設備側からの窒素封入量の計画は 10m3/h以下であるため，窒素

封入量相当は 30m3/hとし，施工箇所の PCV貫通部を再度閉じる作業に 10日間程度要すると考え，窒素封

入量相当の PCVガスの放出継続時間は 240時間とする。 

 

 評価対象核種は支配的核種であるセシウム 134 とセシウム 137 とし，PCV内における濃度は，2号機原子

炉格納容器ガス管理設備（HEPAフィルタ入口側）の気体（粒子状フィルタ，チャコールフィルタ）および

凝縮水（マリネリ瓶）のサンプリング結果より，以下の通りとする。 

 

 PCVガス中の放射能濃度 

セシウム 134 3.8×10-4 Bq/cm3 

セシウム 137 7.0×10-4 Bq/cm3 

 

 

 

 

添付資料－７ 

 

内部調査及び試験的取り出し作業のうち 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査について 

（中略） 

別添－８ 

 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査 原子炉格納容器バウンダリ施工箇所開放時の 

影響評価に関する説明資料 

 

1 目的 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査に伴い，事故後に施工した原子炉格納容器（以下 PCVという）の貫

通部等が開放し，PCV内の核分裂生成物を含む気体（以下 PCVガスという）が環境中に放出された場合の

周辺の公衆に対する放射線被ばくの影響評価を行う。 

 

2 放出量評価 

 PCV圧力は，現状では 10kPa未満の正圧となっているため，施工箇所の損傷によって大気に開放された場

合，差圧分の PCVガスが原子炉建屋内に放出されるものと想定される。また，本評価では原子炉格納容器

ガス管理設備の放射性物質の放出抑制機能を期待しないこととし，上記差圧分の放出に加え，開放した

PCV貫通部を閉じるまでの間，窒素封入量相当の PCVガスの放出が継続するものとする。なお，施工箇所

より PCV内の水位が低いことを確認しているため，本評価では気体のみの放出とする。 

 

 差圧分の放出容積は，10kPa程度に相当する容積として，PCV容積（4240 m3（ベント管含む）。PCV空間部

容積は，PCV下部に蓄積している液相体積を差し引く必要があるが，ここでは保守的に液相がないものと

して放出容積を評価)の 1割（424m3）とする。また，2018年 7月時点での原子炉格納容器内窒素封入設備

からの窒素封入量は 20m3/h以下で，調査設備側からの窒素封入量の計画は 10m3/h以下であるため，窒素

封入量相当は 30m3/hとし，施工箇所の PCV貫通部を再度閉じる作業に 10日間程度要すると考え，窒素封

入量相当の PCVガスの放出継続時間は 240時間とする。 

 

 評価対象核種は支配的核種であるセシウム 134 とセシウム 137 とし，PCV内における濃度は，2号機原子

炉格納容器ガス管理設備（HEPAフィルタ入口側）の気体（粒子状フィルタ，チャコールフィルタ）及び凝

縮水（マリネリ瓶）のサンプリング結果より，以下のとおりとする。 

 

 PCVガス中の放射能濃度 

セシウム 134 3.8×10-4 Bq/cm3 

セシウム 137 7.0×10-4 Bq/cm3 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

3 線量影響評価 

 大気中へ放出される核分裂生成物は，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する，放

射線被ばくの影響を年間の実効線量を用いて評価する。 

 

 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムからの外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

 放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線の外部被ばくによる実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E   ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ    ：セシウムの大気放出量[Bq] 

 

 放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムからの吸入摂取による内部被ばくの実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく線量換算係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

 地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住し

続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからの外部被ばくによる実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる

式を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊について

は保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG  ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部 

被ばくの実効線量[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

3 線量影響評価 

 大気中へ放出される核分裂生成物は，原子炉建屋から地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する放射

線被ばくの影響を年間の実効線量を用いて評価する。 

 

 実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中のセシウムによる外部被ばくと内部被ばくと，地表沈着したセシウ

ムによる外部被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

 放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = CsQQDEKH   

H  ：放射性雲のセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E   ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

CsQ    ：セシウムの大気放出量[Bq] 

 

 放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

CsinCs QQRKH = /1   

CsH  ：放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく実効線量係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

 地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居

住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Csexex   

exG  ：地表沈着したセシウムからのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく実効線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

 地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式

を以下に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。セシウムの崩壊については

保守的に考慮しない。 

TQFfVQKRG Csinin = /2   

inG  ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量

[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 相対濃度と相対線量については，本事象では核分裂生成物は主排気筒より放出されないことから，地上放

散を想定し，下表の値を用いる。 

 

 敷地境界 

相対濃度[s/m3] 2.0×10-5 

相対線量[Gy/Bq] 2.4×10-19 

 

 

4 評価結果 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

セシウム 134放出量 約 2.9×106 Bq 

セシウム 137放出量 約 5.4×106 Bq 

年間の実効線量 約 4.9×10-5 mSv 

 

以上 

 

 

 相対濃度と相対線量については，「Ⅱ 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料 5別紙 1」に記載

される下表の値を用いる。 

 

 敷地境界 

相対濃度[s/m3] 6.9×10-5 

相対線量[Gy/Bq] 6.6×10-19 

 

 

4 評価結果 

本事象時に放出されるセシウム量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は下表のとおり

であり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

セシウム 134放出量 約 2.9×106 Bq 

セシウム 137放出量 約 5.4×106 Bq 

年間の実効線量 約 1.7×10-4 mSv 

 

以上 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う相対濃度

等の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別添－９ 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査 アクセスルート構築作業時の影響評価について 

 

（中略） 

 

2.  アクセスルート構築作業及びダスト浮遊の要因 

（中略） 

 

本評価で考慮する作業ステップ及びダスト浮遊の要因の一覧を表 1にまとめる。なお，作業によらず PCV

内に存在する現浮遊ダストについては，別添－７に示すとおりバウンダリ施工箇所が開放する厳しい事象

であってもその影響は小さいことから，本評価では考慮しない。 

（中略） 

 

4.  放出量評価 

当該作業に伴い，PCV 内でダストが浮遊し PCV 内のダスト濃度が現状より上昇する可能性があることか

ら，原子炉格納容器内窒素封入設備（以下，PCV窒素封入設備）及び PCVガス管理設備が稼働している通常

時と，別添－７と同様に PCVバウンダリ施工箇所開放が生じる異常時について評価を行う。 

（中略） 

 

 異常時放出量評価 

図 3に異常時放出量評価のモデルを示す。 

別添－７と同様に，施工箇所の損傷によって大気に開放された場合，差圧分の PCV ガスが R/B 内に放出

されるものと想定し，差圧分の放出容積は保守的に液相がないものとした PCV容積（4240m3）の 1割（424m3）

とする。 

（中略） 

 

5.  線量影響評価 

大気中へ放出される放射性核種は，R/Bから地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する放射線被ばく

の影響を，実効線量を用いて評価する。 

実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中の核種からの外部被ばくと内部被ばく，地表沈着した核種による外部

被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

(1) 放射性雲中の核種からのγ線の外部被ばく 

放射性雲中の核種からのγ線の外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = RQQDEKH   

H   ：放射性雲中の核種からの外部被ばくによる実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E    ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

別添－９ 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査 アクセスルート構築作業時の影響評価について 

 

（中略） 

 

2.  アクセスルート構築作業及びダスト浮遊の要因 

（中略） 

 

本評価で考慮する作業ステップ及びダスト浮遊の要因の一覧を表 1にまとめる。なお，作業によらず PCV

内に存在する現浮遊ダストについては，別添－８に示すとおりバウンダリ施工箇所が開放する厳しい事象

であってもその影響は小さいことから，本評価では考慮しない。 

（中略） 

 

4.  放出量評価 

当該作業に伴い，PCV 内でダストが浮遊し PCV 内のダスト濃度が現状より上昇する可能性があることか

ら，原子炉格納容器内窒素封入設備（以下，PCV窒素封入設備）及び PCVガス管理設備が稼働している通常

時と，別添－８と同様に PCVバウンダリ施工箇所開放が生じる異常時について評価を行う。 

（中略） 

 

 異常時放出量評価 

図 3に異常時放出量評価のモデルを示す。 

別添－８と同様に，施工箇所の損傷によって大気に開放された場合，差圧分の PCV ガスが R/B 内に放出

されるものと想定し，差圧分の放出容積は保守的に液相がないものとした PCV容積（4240m3）の 1割（424m3）

とする。 

（中略） 

 

5.  線量影響評価 

大気中へ放出される放射性核種は，R/Bから地上放散されるものとし，周辺の公衆に対する放射線被ばく

の影響を，実効線量を用いて評価する。 

実効線量は，以下に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計算す

る。被ばく経路としては，放射性雲中の核種による外部被ばくと内部被ばく，地表沈着した核種による外部

被ばくと内部被ばくを考慮する。 

 

 放射性雲中の核種からのγ線による外部被ばく 

放射性雲中の核種からのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

1000/5.0/ = RQQDEKH   

H   ：放射性雲中の核種からのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

K    ：空気カーマから実効線量への換算係数[Sv/Gy] 

E    ：γ線の実効エネルギー[MeV] 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

RQ   ：放射性核種の大気放出量（各経路の DFを考慮した合計）[Bq] 

 

(2) 放射性雲中の核種からの内部被ばく 

放射性雲中の核種からの吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

RinI QQRKH = /1   

IH  ：放射性雲中の核種からの吸入摂取による内部被ばくの実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく線量換算係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

(3) 地表沈着した核種からの外部被ばく 

地表沈着した核種からの外部被ばくによる実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住し続け

る場合を考慮し，１年間の線量を評価する。核種の崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Rexex   

exG  ：地表沈着した核種からの外部被ばくによる実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

(4) 地表沈着した核種からの内部被ばく 

地表沈着した核種から再浮遊した核種の吸入摂取による内部被ばくの実効線量の評価に用いる式を以下

に示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。核種の崩壊については保守的に考慮

しない。 

TQFfVQKRG Rinin = /2   

inG ：地表沈着した核種から再浮遊した核種の吸入摂取による内部 

被ばくの実効線量[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

 

(5) 相対濃度及び相対線量 

相対濃度と相対線量については，本事象では放射性核種は主排気筒より放出されないことから，地上放

散を想定する。また，作業期間は月オーダーを要すると想定するため，通常時については年間 5 回の間欠

放出，異常時については短時間放出とする。表 4に評価に用いた値を示す。 

 

表 4 評価に用いる相対濃度，相対線量 

 通常時 異常時 

相対濃度 1.7×10-6 s/m3 2.0×10-5 s/m3 

相対線量 1.5×10-20 Gy/Bq 2.4×10-19 Gy/Bq 

QD / ：相対線量[Gy/Bq] 

RQ   ：放射性核種の大気放出量（各経路の DFを考慮した合計）[Bq] 

 

 放射性雲中の核種の吸入摂取による内部被ばく 

放射性雲中の核種の吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。 

RinI QQRKH = /1   

IH  ：放射性雲中の核種の吸入摂取による内部被ばく実効線量[mSv] 

inK   ：内部被ばく実効線量係数[mSv/Bq] 

1R    ：呼吸率[m3/s] 

Q/ ：相対濃度[s/m3] 

 

 地表沈着した核種からのγ線による外部被ばく 

地表沈着した核種からのγ線による外部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に示す。１年間居住し

続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。核種の崩壊については保守的に考慮しない。 

1000/ = TQfVQKG Rexex   

exG  ：地表沈着した核種からのγ線による外部被ばく実効線量[mSv] 

exK  ：外部被ばく実効線量換算係数[(Sv/s)/(Bq/m2)] 

V    ：沈降速度[m/s] 

f    ：残存割合[-] 

T    ：被ばく時間[s] 

 

 地表沈着した核種の吸入摂取による内部被ばく 

地表沈着した核種から再浮遊した核種の吸入摂取による内部被ばく実効線量の評価に用いる式を以下に

示す。１年間居住し続ける場合を考慮し，１年間の線量を評価する。核種の崩壊については保守的に考慮し

ない。 

TQFfVQKRG Rinin = /2   

inG ：地表沈着した核種から再浮遊した核種の吸入摂取による内部被ばく実効線量[mSv] 

2R   ：呼吸率[m3/s] 

F   ：再浮遊率[m-1] 

 

 

 相対濃度及び相対線量 

異常時の相対濃度と相対線量については，「Ⅱ 2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料 5別紙

1」に記載される表 4の値を用いる。また，通常時の相対濃度と相対線量については，作業期間は月オーダ

ーを要すると想定するため，年間 5回の間欠放出として求めた表 4の値を用いる。 

 

表 4 評価に用いる相対濃度，相対線量 

 通常時 異常時 

相対濃度 4.1×10-6 s/m3 6.9×10-5 s/m3 

相対線量 3.5×10-20 Gy/Bq 6.6×10-19 Gy/Bq 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う相対濃度

等の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

6.  評価結果 

当該作業に伴う放射性核種の放出量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は表 5，6 のとお

りであり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

表 5 アクセスルート構築作業に伴い放出される放射性核種の放射能量 

及び敷地境界での実効線量評価結果（通常時） 

 通常時 

Cs-134放出量 約 1.6×107 Bq 

Cs-137放出量 約 1.9×108 Bq 

α核種（Am-241）放出量 約 1.9×106 Bq 

β核種（Sr-90）放出量 約 4.8×109 Bq 

敷地境界実効線量 約 8.0×10-4 mSv 

 

表 6 アクセスルート構築作業に伴い放出される放射性核種の放射能量 

及び敷地境界での実効線量評価結果（異常時） 

 異常時 

（②-1 CRDレール切断作業） 

Cs-134放出量 約 2.1×108 Bq 

Cs-137放出量 約 2.7×109 Bq 

α核種（Am-241）放出量 約 2.7×107 Bq 

β核種（Sr-90）放出量 約 6.7×1010 Bq 

敷地境界実効線量 約 1.3×10-1 mSv 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.  評価結果 

当該作業に伴う放射性核種の放出量及び敷地境界での実効線量について評価した結果は表 5，6 のと

おりであり，周辺の公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

表 5 アクセスルート構築作業に伴い放出される放射性核種の放射能量 

及び敷地境界での実効線量評価結果（通常時） 

 通常時 

Cs-134放出量 約 1.6×107 Bq 

Cs-137放出量 約 1.9×108 Bq 

α核種（Am-241）放出量 約 1.9×106 Bq 

β核種（Sr-90）放出量 約 4.8×109 Bq 

敷地境界実効線量 約 1.9×10-3 mSv 

 

表 6 アクセスルート構築作業に伴い放出される放射性核種の放射能量 

及び敷地境界での実効線量評価結果（異常時） 

 異常時 

（②-1 CRDレール切断作業） 

Cs-134放出量 約 2.1×108 Bq 

Cs-137放出量 約 2.7×109 Bq 

α核種（Am-241）放出量 約 2.7×107 Bq 

β核種（Sr-90）放出量 約 6.7×1010 Bq 

敷地境界実効線量 約 4.5×10-1 mSv 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う敷地境界

実効線量の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（別添－９）別紙１ 

 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査 アクセスルート構築作業時の影響評価についての 

補足説明資料 

 

1.  はじめに 

本書は，別添－８「２号機原子炉格納容器内部詳細調査 アクセスルート構築作業時の影響評価につい

て」（以下，本文）を補足するものである。 

 

（中略） 

 

4.  線量影響評価結果の内訳 

各作業及びダスト浮遊要因毎の敷地境界での実効線量（通常時）の内訳を別表(1)-6に示す。また，最も

放出量の大きな作業工程である CRD レール切断作業（本文表 1 の②-1）時にバウンダリ施工箇所開放が生

じた場合の敷地境界での実効線量（異常時）の内訳を別表(1)-7に示す。 

 

別表(1)-6 通常時の敷地境界での実効線量の内訳 

 合計 

（mSv） 

内訳（mSv） 

洗浄または 

切断による 

ダスト浮遊 

切断片の 

落下による 

ダスト浮遊 

AWJ影響範囲の 

表面剥離による 

ダスト浮遊 

①X-6ペネ内 

①-1 X-6ペネ堆積物 7.3×10-5 1.2×10-5 6.1×10-5 － 

①-2 ケーブル 
2.4×10-4 

－ 1.2×10-5 
2.3×10-4 

①-3 レールガイド － 5.1×10-7 

②PCV内 

②
-1

 C
RD

レ
ー
ル
 

切
断
作
業
 

②-1-1 CRDレール 

4.2×10-4 

1.6×10-5 2.7×10-6 

3.9×10-4 
②-1-2 ガイドピン 3.9×10-7 1.4×10-7 

②-1-3 CRDレール上 

グレーチング 
1.3×10-5 2.3×10-6 

②-2 CRDレール吊り治具  4.4×10-5 1.4×10-6 5.1×10-6 3.8×10-5 

②-3 電線管  1.6×10-5 1.2×10-6 1.8×10-6 1.3×10-5 

合計 8.0×10-4 4.4×10-5 8.5×10-5 6.7×10-4 

 

 

 

 

 

 

 

（別添－９）別紙１ 

 

２号機原子炉格納容器内部詳細調査 アクセスルート構築作業時の影響評価についての 

補足説明資料 

 

1.  はじめに 

本書は，別添－９「２号機原子炉格納容器内部詳細調査 アクセスルート構築作業時の影響評価につい

て」（以下，本文）を補足するものである。 

 

（中略） 

 

4.  線量影響評価結果の内訳 

各作業及びダスト浮遊要因毎の敷地境界での実効線量（通常時）の内訳を別表(1)-6に示す。また，最も

放出量の大きな作業工程である CRD レール切断作業（本文表 1 の②-1）時にバウンダリ施工箇所開放が生

じた場合の敷地境界での実効線量（異常時）の内訳を別表(1)-7に示す。 

 

別表(1)-6 通常時の敷地境界での実効線量の内訳 

 合計 

（mSv） 

内訳（mSv） 

洗浄または 

切断による 

ダスト浮遊 

切断片の 

落下による 

ダスト浮遊 

AWJ影響範囲の 

表面剥離による 

ダスト浮遊 

①X-6ペネ内 

①-1 X-6ペネ堆積物 1.8×10-4 2.9×10-5 1.5×10-4 － 

①-2 ケーブル 
5.9×10-4 

－ 2.8×10-5 
5.6×10-4 

①-3 レールガイド － 1.2×10-6 

②PCV内 

②
-1

 C
RD

レ
ー
ル
 

切
断
作
業
 

②-1-1 CRDレール 

1.0×10-3 

3.9×10-5 6.6×10-6 

9.3×10-4 
②-1-2 ガイドピン 9.5×10-7 3.3×10-7 

②-1-3 CRDレール上 

グレーチング 
3.2×10-5 5.6×10-6 

②-2 CRDレール吊り治具  1.1×10-4 3.5×10-6 1.2×10-5 9.1×10-5 

②-3 電線管  3.9×10-5 2.9×10-6 4.4×10-6 3.2×10-5 

合計 1.9×10-3 1.1×10-4 2.0×10-4 1.6×10-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う実効線量

の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅴ章 燃料デブリの取り出し・廃炉） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

別表(1)-7 異常時の敷地境界での実効線量の内訳（PCVバウンダリ施工箇所開放） 

 合計 

（mSv） 

内訳（mSv） 

洗浄または 

切断による 

ダスト浮遊 

切断片の 

落下による 

ダスト浮遊 

AWJ影響範囲の 

表面剥離による 

ダスト浮遊 

②
-1
 
CR
D
レ
ー
ル
 

切
断
作
業
 

②-1-1 CRDレール 

1.3×10-1 

4.9×10-3 8.3×10-4 

1.2×10-1 
②-1-2 ガイドピン 1.2×10-4 4.2×10-5 

②-1-3 CRDレール上 

グレーチング 
4.1×10-3 7.1×10-4 

合計 1.3×10-1 9.1×10-3 1.6×10-3 1.2×10-1 

 

以上 

 

 

 

 

別表(1)-7 異常時の敷地境界での実効線量の内訳（PCVバウンダリ施工箇所開放） 

 合計 

（mSv） 

内訳（mSv） 

洗浄または 

切断による 

ダスト浮遊 

切断片の 

落下による 

ダスト浮遊 

AWJ影響範囲の 

表面剥離による 

ダスト浮遊 

②
-1
 
CR
D
レ
ー
ル
 

切
断
作
業
 

②-1-1 CRDレール 

4.5×10-1 

1.7×10-2 2.9×10-3 

4.1×10-1 
②-1-2 ガイドピン 4.2×10-4 1.5×10-4 

②-1-3 CRDレール上 

グレーチング 
1.4×10-2 2.4×10-3 

合計 4.5×10-1 3.1×10-2 5.5×10-3 4.1×10-1 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

気象条件の変更

に伴う実効線量

の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊２８ ２号機 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備に係る補足説明） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

別冊２８ 

 

２号機 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備に係る補足説明 

（中略） 
 

Ⅴ 2号機燃料取扱設備破損時の被ばく評価についての計算書 

（中略） 
 
2. 燃料取扱設備クレーンの使用済燃料プールへの落下（シナリオ①，②） 

（中略） 
 
2.2 使用済燃料プール内の燃料破損による核分裂生成物の放出（シナリオ②） 

2.2.1 核分裂生成物の放出量 

(1) 評価方法 

設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」と同様の方法で評価する。 

 
 
（中略） 
 
(2) 評価条件 

核分裂生成物の移行と放出量の評価は，次の仮定に基づいて行う。 

a． 燃料ギャップ内の核分裂生成物の量は，原子炉熱出力 2483MW（定格出力の約 105%）で 2000 日運転

を行った 9×9燃料集合体について行う。 

b． 燃料集合体の冷却期間は 365 日とする。 

c． 破損した燃料棒のギャップ内核分裂生成物の全量が水中に放出されるものとする。破損した燃料棒

のギャップ内核分裂生成物の存在量については，半減期の長い核種の放出が支配的であることを考

えて，破損した燃料棒内の全蓄積量に対して希ガス(Kr-85)及びよう素（I-129）それぞれ 30％とす

る。 

d． 放出された希ガスは，全量が水中から原子炉建屋および燃料取り出し用構台の大気中へ移行するも

のとする。 

e． 放出されたよう素は，全量が水中から原子炉建屋および燃料取り出し用構台の大気中へ移行するも

のとするが，同時に水位低下が起こることを想定するため保守的に水による除去は無いものとす

る。 

 

（中略） 
 

 

 

 

 

別冊２８ 

 

２号機 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備に係る補足説明 

（中略） 
 

Ⅴ 2号機燃料取扱設備破損時の被ばく評価についての計算書 

（中略） 
 
2. 燃料取扱設備クレーンの使用済燃料プールへの落下（シナリオ①，②） 

（中略） 
 
2.2 使用済燃料プール内の燃料破損による核分裂生成物の放出（シナリオ②） 

2.2.1 核分裂生成物の放出量 

(1) 評価方法 

福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」と同様の方法で

評価する。 

 
（中略） 
 

(2) 評価条件 

核分裂生成物の移行と放出量の評価は，次の仮定に基づいて行う。 

a． 燃料ギャップ内の核分裂生成物の量は，原子炉熱出力 2483MW（定格出力の約 105%）で 2000 日運転

を行った 9×9燃料集合体について行う。 

b． 燃料集合体の冷却期間は 365 日とする。 

c． 破損した燃料棒のギャップ内核分裂生成物の全量が水中に放出されるものとする。破損した燃料棒

のギャップ内核分裂生成物の存在量については，半減期の長い核種の放出が支配的であることを考

えて，破損した燃料棒内の全蓄積量に対して希ガス(Kr-85)及びよう素（I-129）それぞれ 30％とす

る。 

d． 放出された希ガスは，全量が水中から原子炉建屋及び燃料取り出し用構台の大気中へ移行するもの

とする。 

e． 放出されたよう素は，全量が水中から原子炉建屋及び燃料取り出し用構台の大気中へ移行するもの

とするが，同時に水位低下が起こることを想定するため保守的に水による除去は無いものとする。 

 

（中略） 
 
 
 
 
 
 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.2.2 線量当量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の仮定

に基づいて行う。 

a． 敷地境界外の地表空気中濃度は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使用する気象条

件」に記述される相対濃度に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。なお，相対濃度（χ／Ｑ）

は保守的な評価となる設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.0×10-5s/m3

を適用する。 

b． 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使

用する気象条件」に記述される相対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。なお，相対線量（Ｄ

／Ｑ）は保守的な評価となる設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.4×

10-19Gy/Bq を適用する。 

 

(2) 評価方法 

設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」ならびに「4.1.1 原子炉冷却材喪失」と同様

の方法で評価する。 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効

線量の和として計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量ＨI（Sv）は，(1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（1） 

ここで， 

Ｒ ：呼吸率（m3/s）「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関す 

る審査指針」の活動中の呼吸率を秒当たりに換算して用いる。 

(小児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq 吸入した場合の実効線量 

(小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI ：よう素の大気放出量（Bq）（I-131 等価量） 

 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Ｈγ（Sv）は，(2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ････････････････････････････････（2） 

ここで， 

Ｋ ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：希ガスの大気放出量（Bq）（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算 

値） 

 

また，希ガスのβ線外部被ばくによる実効線量Ｈβ（Sv）は，(3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（3） 

ここで， 

2.2.2 線量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の仮

定に基づいて行う。 

a． 敷地境界外の地表空気中濃度は，「Ⅱ2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備添付資料－５別紙 1」

に記載の相対濃度（χ／Ｑ：6.9×10-5s/m3）に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

 

 

b． 敷地境界外の希ガスからのγ線による空気吸収線量は，「Ⅱ2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備 

添付資料－５別紙 1」に記載の相対線量（Ｄ／Ｑ：6.6×10-19Gy/Bq）に希ガスの全放出量を乗じて求

める。 

 

 

(2) 評価方法 

福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」並びに「4.1.1 

原子炉冷却材喪失」と同様の方法で評価する。 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効

線量の和として計算する。 

よう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量ＨI（Sv）は，(1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（1） 

ここで， 

Ｒ ：呼吸率（m3/s）「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸

率を秒当たりに換算して用いる。(小児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq 吸入した場合の実効線量 

(小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI ：よう素の大気放出量（Bq）（I-131 等価量） 

 

 

希ガスからのγ線による外部被ばく実効線量Ｈγ（Sv）は，(2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ････････････････････････････････（2） 

ここで， 

Ｋ ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：希ガスの大気放出量（Bq）（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算 

値） 

 

また，希ガスからのβ線による外部被ばく実効線量Ｈβ（Sv）は，(3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（3） 

ここで， 

記載の適正化 
 
 
 
気象条件の変更

に伴う相対濃度

等の変更 
 
 
 
 
 
 
 
記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

77



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊２８ ２号機 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備に係る補足説明） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

χ／Ｑ：相対濃度（s/m3） 

Ｑβ ：希ガスの大気放出量（Bq） 

Ｅβ ：β線実効エネルギー「被ばく計算に用いる放射線エネルギー 

等について」を用いる。（0.251MeV Kr-85 実効エネルギー） 

ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publ.60 の値を用いる。（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 5の通りである。 

 

表 5 クレーンの使用済燃料プールへの落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 1.1×10-1mSv 約 1.3×10-1mSv 

 

2.3燃料取扱設備クレーンの使用済燃料プールへの落下シナリオにおける公衆への被ばく影響については，2.1

と 2.2 に示す評価結果を合算し約 1.4×10-1mSv となる。 

 

 

3. 構内用輸送容器の落下による核分裂生成物の放出（シナリオ③） 

3.1 構内用輸送容器が地上に落下することで燃料が破損し，核分裂生成物が放出されたと仮定する。 

 
3.1.1 核分裂生成物の放出量 

(1) 評価方法 

設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」と同様の方法で評価する。 

 

 

（中略） 
 
3.1.2 線量当量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の仮定

に基づいて行う。 

a． 敷地境界外の地表空気中濃度は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使用する気象条

件」に記述される相対濃度に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。なお，相対濃度（χ／Ｑ）

は設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.0×10-5s/m3を適用する。 

b． 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使

用する気象条件」に記述される相対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。なお，相対線量（Ｄ

／Ｑ）は設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.4×10-19Gy/Bq を適用す

る。 

 

 

χ／Ｑ：相対濃度（s/m3） 

Ｑβ ：希ガスの大気放出量（Bq） 

Ｅβ ：β線実効エネルギー「被ばく計算に用いる放射線エネルギー 

等について」を用いる。（0.251MeV Kr-85 実効エネルギー） 

ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publ.60 の値を用いる。（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 5の通りである。 

 

表 5 クレーンの使用済燃料プールへの落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 3.5×10-1mSv 約 4.0×10-1mSv 

 

2.3 燃料取扱設備クレーンの使用済燃料プールへの落下シナリオにおける公衆への被ばく影響 

公衆への被ばく影響については，2.1 と 2.2 に示す評価結果を合算し，約 4.1×10-1mSv となる。 

 

 

3.構内用輸送容器の落下による核分裂生成物の放出（シナリオ③） 

構内用輸送容器が地上に落下することで燃料が破損し，核分裂生成物が放出されたと仮定する。 

 
3.1 核分裂生成物の放出量 

(1) 評価方法 

福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」と同様の方法で

評価する。 

 
（中略） 

 

3.2 線量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，次の仮

定に基づいて行う。 

a． 敷地境界外の地表空気中濃度は，「Ⅱ2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備 添付資料－５別紙

1」に記載の相対濃度（χ／Ｑ：6.9×10-5s/m3）に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

 

b． 敷地境界外の希ガスからのγ線による空気吸収線量は，「Ⅱ2.1 原子炉圧力容器・格納容器注水設備 

添付資料－５別紙 1」に記載の相対線量（Ｄ／Ｑ：6.6×10-19Gy/Bq）に希ガスの全放出量を乗じて求

める。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
気象条件の変更

に伴う実効線量

の変更 
記載の適正化 
気象条件の変更

に伴う評価結果

の変更 
 
記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
気象条件の変更

に伴う相対濃度

等の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(2) 評価方法 

設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」ならびに「4.1.1 原子炉冷却材喪失」と同様

の方法で評価する。 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効

線量の和として計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量ＨI（Sv）は，(1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（1） 

ここで， 

Ｒ ：呼吸率（m3/s）「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関す 

る審査指針」の活動中の呼吸率を秒当たりに換算して用いる。 

(小児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq 吸入した場合の実効線量 

(小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI ：よう素の大気放出量（Bq）（I-131 等価量） 

 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Ｈγ（Sv）は，(2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ････････････････････････････････（2） 

ここで， 

Ｋ ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：希ガスの大気放出量（Bq）（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算 

値） 

 

また，希ガスのβ線外部被ばくによる実効線量Ｈβ（Sv）は，(3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･･････････････････（3） 

ここで， 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

Ｑβ ：希ガスの大気放出量（Bq） 

Ｅβ ：β線実効エネルギー「被ばく計算に用いる放射線エネルギ 

ー等について」を用いる。（0.251MeV Kr-85 実効エネルギー） 

ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publ.60 の値を用いる。 

（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 7の通りである。 

表 7 構内用輸送容器の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 1.7×10-3mSv 約 1.9×10-3mSv 

(2) 評価方法 

福島第一原子力発電所原子炉設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」並びに「4.1.1 

原子炉冷却材喪失」と同様の方法で評価する。 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる実効

線量の和として計算する。 

よう素の吸入摂取による内部被ばく実効線量ＨI（Sv）は，(1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（1） 

ここで， 

Ｒ ：呼吸率（m3/s）「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼

吸率を秒当たりに換算して用いる。(小児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（Ｉ-131）を 1Bq 吸入した場合の実効線量 

(小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI ：よう素の大気放出量（Bq）（I-131 等価量） 

 

 

希ガスからのγ線による外部被ばく実効線量Ｈγ（Sv）は，(2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ････････････････････････････････（2） 

ここで， 

Ｋ ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ ：希ガスの大気放出量（Bq）（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算 

値） 

 

また，希ガスからのβ線による外部被ばく実効線量Ｈβ（Sv）は，(3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･･････････････････（3） 

ここで， 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

Ｑβ ：希ガスの大気放出量（Bq） 

Ｅβ ：β線実効エネルギー「被ばく計算に用いる放射線エネルギ 

ー等について」を用いる。（0.251MeV Kr-85 実効エネルギー） 

ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publ.60 の値を用いる。 

（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表 7の通りである。 

表 7 構内用輸送容器の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 5.5×10-3mSv 約 6.2×10-3mSv 

 
記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
気象条件の変更

に伴う実効線量

の変更 
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5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

4. 2 号機燃料取扱設備の耐震クラスについて 

 2. 燃料取扱設備クレーンの使用済燃料プールへの落下，ならびに 3. 構内用輸送容器の落下の被ばく評価

に示すとおり，地震の影響により燃料取扱設備が破損したと想定した場合の公衆への被ばく影響は 5mSv 未満

である。 

以上より，2 号機燃料取扱設備の耐震クラスは Bクラスと考えられるが，運転できないことによるリスク低

減活動への影響を考慮し，耐震クラスは B+クラスと考える。 

 

（中略） 
 
 

別添 2 「2 号機燃料取扱設備破損時の被ばく評価についての計算書」における 

燃料破損時の被ばく評価に対する補足説明 
 

（中略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

4. 2 号機燃料取扱設備の耐震クラスについて 

 2. 燃料取扱設備クレーンの使用済燃料プールへの落下，並びに 3. 構内用輸送容器の落下の被ばく評価に

示すとおり，地震の影響により燃料取扱設備が破損したと想定した場合の公衆への被ばく影響は 5mSv 未満で

ある。 

以上より，2号機燃料取扱設備の耐震クラスは Bクラスと考えられるが，運転できないことによるリスク低

減活動への影響を考慮し，耐震クラスは B+クラスと考える。 

 

（中略） 
 
 

別添 2 「2 号機燃料取扱設備破損時の被ばく評価についての計算書」における 
燃料破損時の被ばく評価に対する補足説明 

 
（中略） 
 
 

 
 
 

 
記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
記載の適正化 
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6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
記載の適正化 
 
気象条件の変更

に伴う相対濃度

等の変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
記載の適正化 
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7 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 
（以下，省略） 

 

 

 
（以下，省略） 

 
記載の適正化 
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